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はじめに 
 

日本の金融サービス業界は、高齢化のリスクに直面している。金融庁が検討をすすめてい

る『高齢社会における金融サービスのあり方 1』の『中間的なとりまとめ』では、高齢化の課

題として、長寿化の進展、金融資産の伸び悩み、資産の高齢化、などが挙げられている。 

また、リスクとして、シニア世代へ有価証券保有者が更に偏っていくこと、認知症患者の割

合の増加とともに認知症患者が保有する有価証券の残高が増えていくこと、認知能力・判

断能力の低下等に伴う家計の資産構成の硬直化、などが挙げられている。 

これらの課題・リスク分析をもとに様々な検討がなされており、その中では、長生きへの備

えと資産継承などに対応すべく、金融サービスの多様化の必要性が示されている。 

上述の課題・リスクへの対応の検討において、米国におけるジョイント・アカウント制度が金

融サービス多様化への一つの示唆になると思われることから、日本証券業協会では、米国

の証券ジョイント・アカウントの制度とその実態についての調査を行った。 

なお、本調査は、公表データや独自に収集したデータを用いた統計的分析 2、制度調査 3、

米国の証券会社や専門家へのインタビューや店頭調査 4などに基づいている。 

 

  

                                         
1 金融庁、高齢社会における金融サービスのあり方: 
https://www.fsa.go.jp/policy/koureisyakai/koureishakai.html を参照。 
2 公表データや独自に収集したデータをもとに、クラスター・サンプリングを用いた推計と分析を実施。 
3 関連法令の調査、贈与税・遺産税に関する米国内国歳入庁（Internal Revenue Service）の主要規定の調

査、リーガル・データベースを用いて関連する判例や裁判例の調査を実施。 
4 ファイナンシャル・アドバイザーや顧客担当者へのヒアリング調査、専門家へのインタビュー、証券会社への

店頭訪問調査を実施。 

https://www.fsa.go.jp/policy/koureisyakai/koureishakai.html
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エグゼクティブ・サマリー 
 

米国におけるジョイント・アカウント制度は、自分以外の第三者との資産共有を可能とする

制度であり、その法的枠組みは、連邦および州の法律、規制、税制、および業界の慣行や

実務などの様々な要素から成り立っている。 

銀行や証券会社におけるジョイント・アカウントの口座とは、2 人以上が共同名義人として

開設する銀行口座／証券口座のことを指し、口座開設の簡便さや夫婦・親子間での生活

費や投資資産の共有などの日常的な利便性から広く普及しており、長く米国の金融サービ

スの一環として定着している。 

本調査においては、米国においてジョイント・アカウントに分類される幾つかの口座の概要

を調査している。証券ジョイント・アカウントの約 8 割を占める代表的な口座として、Joint 
Tenants with Rights of Survivorship （以下「JTWROS」）が挙げられる。その主な特徴は、

次のようなものである。 

 ジョイント・アカウントの各口座名義人は、口座に対して同等の持分や管理権限を

有し、その口座内の資産については自ら寄贈した資産であるか否かに関わらず、

自由に引き出すことができ、証券口座の場合は取引を行うことができる。 

 Survivorship（生存者への権利の帰属、以下「生存者権」）が付されている。生存

者権とは、一方の名義人の死亡時に、もう一方の生存している名義人へプロベー

ト（米国における裁判所による相続検認手続き）を経ることなく口座内の財産およ

び口座の持分を引き継げる仕組みである。なお、複数の生存名義人がいる場合は

均等に分配される。 

ジョイント・アカウントに関係する米国の主な連邦税として、所得税、キャピタルゲイン税、贈

与税、遺産税が挙げられる。上述の JTWROS については、口座名義人は、所得税（利子

収入・配当収入）、キャピタルゲイン税を口座名義人間で均等に分配する。なお、各口座名

義人に適用される税率は、課税所得に応じて異なる。贈与税や遺産税については、他の一

般的な財産の移転や遺産と同様に控除枠（配偶者控除、基礎控除（年間）、生涯控除など）

を超過した金額に対して課税される。 

証券会社におけるジョイント・アカウントの開設・管理については、基本的には一般的な個

人向けの証券口座と同様の取扱いとなる。但し、口座名義人が複数人存在することから、

本人確認や顧客属性情報の更新については、口座名義人の人数に応じた対応が必要とな

る。なお、証券ジョイント・アカウントの口座名義人間の関係性については、6 割超が夫婦間、

約 3 割が親子間での口座開設となっている。 

証券ジョイント・アカウントの用途は、口座名義人間の関係性からも伺える通り、日常的な

投資活動の共有にあり、世代間の財産移転を主目的とはしていない。米国では、世代間の

財産移転の手段としてはその設計の柔軟性の高さから信託が好まれるようだが、信託の

設計や管理に相応の専門的知見や費用を要することから、活用している層は税制の生涯
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控除（2019 年時点で 11.4 百万ドル）を超える財産を有する富裕層に限られている。そのた

め、生涯控除の範囲内に収まる財産を有する層（中間所得層を想定）は、財産移転に際し

て JTWROS を活用することもある。 

本調査を通じて、米国の証券ジョイント・アカウントは、その簡便性や利便性から、日常的に

活用されていることが伺えた。また、米国の税制下では、中間所得層の世代間資産移転の

手段としても活用可能であるなど、日本の金融サービスの多様化に向けた様々な示唆を内

包しているといえる。具体的には、夫婦・家族間での資産共有による家計金融資産の硬直

化の防止、次世代への資産移転の促進、日常的かつ柔軟な投資手段としての活用やシニ

ア世代の詐欺・金銭的搾取への対応などへの示唆が挙げられる。当然ながら、米国の制

度そのものを導入するということでなく、日本の課題や目的に沿った形でのジョイント・アカ

ウントの導入は金融サービス多様化の一環として検討に値すると思われる。 
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1 米国のジョイント・アカウント制度の概要 
 

1 章では、米国のジョイント・アカウント制度を理解する上で必要となる法的な枠組みやジョ

イント・アカウントと称される幾つかの証券口座の概要とその特徴について説明していく。 

 

1.1 米国のジョイント・アカウント制度の法的枠組み 
 

米国のジョイント・アカウント制度は、連邦および州の法律、規制、税制、および業界の慣行

や実務などの様々な要素から成り立っている。特に関係が深いものとして、所有／財産の

権利に関して定めた各州の財産法（property law）が挙げられる。なお、財産法はその起源

自体はコモンローへと遡るものの、現代においては判例法と位置付けられている。 

このように、米国のジョイント・アカウント制度とは、単一の法律や規制により定義されてい

るものではないことから、その制度を理解する上では、その複雑さを理解する必要がある。 

本節では、ジョイント・アカウント制度を支える法的枠組みについて概観する。 

1933 年証券法（連邦法） 

米国における連邦法である証券法の成り立ちは、1929 年の株式市場の暴落とその後

の大恐慌へと遡る。1933 年証券法（the Securities Act of 1933、以下「証券法」）は、証

券の売買に関する最初の重要な連邦法として制定された。この法律が施行される以前

は、有価証券の売買は「ブルースカイ法（Blue Sky Law）」と呼ばれる州法によってのみ

規制されていた。証券法の誕生によって、それまで各州に委ねられていた証券規制に関

する権限が連邦政府に集約され、投資家を詐欺から保護する統一的なルールが制定さ

れた。 

1934 年証券取引所法（連邦法） 

証券法制定の翌年、連邦政府は 1934 年証券取引所法（the Securities Exchange Act 
of 1934、以下「SEC 法」）を制定し、証券取引委員会（以下「SEC」）を創設した。SEC 法

は、SEC に証券市場に関する政策や提言の策定、取引所における取引の監督・監視、

法規制に違反した市場参加者への罰則を課す権限を与え、SEC は証券法を執行する

役割を担うこととなった。 

銀行法（連邦法） 

1933 年の銀行法と 1935 年の銀行法は、連邦預金保険機構（Federal Deposit 
Insurance Corporation、以下「FDIC」）を創設し、以下に記載する仕組みを通じて国の

金融システムに対する安定性と信頼もたらす役割を担っている 5。 

                                         
5 FDIC と銀行業の概観：  https：//www.fdic.gov/about/strategic/strategic/bankingindustry.html を参照。 

https://www.fdic.gov/about/strategic/strategic/bankingindustry.html
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 預金保険 

 金融機関の安全性・健全性・消費者保護等に関する監督・検査 

 破綻時における大規模で複雑な金融機関への対応 

 管財人の管理 

FDIC は、金融機関の破綻時に、預金者の預金を一定の範囲内で保証するとともに、そ

の預金を利用できるよう保険機能を提供しており、銀行ジョイント・アカウントも FDIC の

保険対象となっている。なお、証券ジョイント・アカウントについては、米証券投資者保護

公社（Securities Investor Protection Corporation、以下「SPIC」）が、同様の保険機能

を提供している。SPIC は、1970 年証券投資者保護法に基づいて設立された連邦政府

の非営利団体である。 

デラウェア州会社法（州法） 

重要な州法として、デラウェア州会社法（Delaware General Corporation Law、以下

「DGCL」）が挙げられる。DGCL は、デラウェア州に登録しているすべての企業へ適用さ

れる法律であり、証券取引所などに上場している多くの企業がデラウェア州で設立 6され

ていることから、本調査ではジョイント・アカウントで保有する株式の議決権を概観する際

に、DGCL を参照している。 

統一商事法典 

連邦法および州法に加え、証券規制は統一商事法典（Uniform Commercial Code、以
下「UCC」）にも依拠している。UCC は、米国商法の大部分を扱う包括的なモデル法文

である。そのため、各州によって導入条文や条文内容にばらつきはあるものの、米国 50
州、コロンビア特別区、プエルトリコ、ヴァージン諸島において導入・制定されている。 

 

1.2 一般的な証券口座の種類 
 

本節では、さまざまな証券口座を紹介し、ジョイント・アカウントの概要に触れる。なお、ジョ

イント・アカウントについては、2 章にて詳述している。 

米国の証券口座は、個人口座、ジョイント・アカウント、企業・信託が目的に応じて開設する

証券口座（以下「専門口座」）、の３つに大きくは分類される。主な証券口座の種類は図表 1
の通り。 

 

 

                                         
6 米国の公開企業の半数以上、フォーチュン 500 社の 60%以上がデラウェア州で設立されている。 
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図表 1：主な証券口座の種類 

個人口座 ジョイント・アカウント 専門口座 

標準的な口座 
● 個人口座（Individual 

Account） 
Retirement（退職貯蓄） 

● Traditional IRA 
● Ross IRA 
● Rollover IRA 
● SEP IRA 
● Solo 401k 
● SIMPLE IRA 
● Pension or Profit Plan 

Education（教育資金積立） 
● 529 Plan 
● Coverdell Education 

Savings Account 

● Joint Tenants with 
Rights of Survivorship 

（JTWROS） 
● Tenants in Common 
● Tenants by the 

Entireties 
● Community Property 
● Custodianship or 

Guardianship 
 

● Trust 
● Limited Partnership 
● Partnership 
● Investment Club 
● Limited Liability 
● Sole Proprietorship 
● Corporate 
● Non incorporated 
● Small Business Plans 

 

個人口座は、その名称が示すように 1 人の口座名義人しかいない証券口座である。口座

名義人は、口座内の有価証券の取引や口座の閉鎖を自由に行う権利を有する。また、受

益者を指定し、口座名義人の死亡時に、口座内のすべての資産を受益者に譲渡することも

できる 7。 

標準的な個人口座以外に、米国で広く普及している個人向けの証券口座の代表的なもの

として、Individual Retirement Account（以下「IRA」）と教育資金積立用の口座が挙げられ

る。IRA は、政府によって個人口座としての開設が定められている口座であり、個人が退職

のための資金を積み立てることができ、税制上の優遇措置が設けられている。教育資金積

立用の証券口座は、子どもや孫などを受益者に指定し、大学に通う資金を積み立てるため

に使われ、同様に税制上の優遇措置が設けられている。 

ジョイント・アカウントは、証券または金融資産を所有・取引する目的で、銀行、証券会社や

その他の金融機関で開設ができ、図表 1 に記載の通り証券ジョイント・アカウントは、Joint 
Tenants with Rights of Survivorship（JTWROS）、Tenants in Common、Tenants by 
the Entireties、Community Property、Custodianship or Guardianship の 5 つのタイプに

分類される。 

JTWROS、Tenants in Common、Tenants by the Entireties は、財産の所有形態を表す

のに対して、Community Property は、夫婦の財産共有についての法制度 8である。また、

Custodianship or Guardianship は、基本的には口座名義人は 1 人だが、第三者（代理人

                                         
7 死亡時に証券口座内の財産は、総遺産額として遺産税の計算対象となる。 
8 9 つの州で導入されている。 
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または後見人）が管理人として登録される。これらジョイント・アカウントの主な特徴は次の

通り。 

 

1. Joint Tenants with Rights of Survivorship（JTWROS） 9：2 人以上の口座名

義人を有し、各人が口座内の財産に対する同等の権利と所有を有する。その特徴

として、一方の口座名義人が死亡した際には、プロベート 10を経ずに、もう一方の

生存している口座名義人が口座の持分を引き継ぐ Survivorship（生存者への権利

の帰属、以下「生存者権」）を有することが挙げられる。 

2. Tenants in Common11：2 人以上の口座名義人を有し、各人が口座内の財産に

対して持分相当の権利と所有を有する。口座名義人の 1 人が死亡した際には、そ

の持分はプロベートの対象となる。非居住者である外国人は、この口座を開設す

ることはできない。その特徴として、各人の持分が独立していることが挙げられる。 

3. Tenants by the Entireties12/13：口座名義人は、婚姻関係にあることが求められ

る。この口座は、婚姻関係にある 2 人限定の JTWROS と理解されており、

JTWROS と同様に「生存者権」を有する。 

4. Community Property14：Community Property は、夫婦それぞれが、婚姻期間

中に各々の労力によって獲得した財産に対して夫婦は同等の権利を有するという

考え方に基づいている。つまり、婚姻期間中に取得した財産に対して夫婦それぞ

れが同等の権利と所有を有する。離婚や死別に際しては、基本的には夫婦それぞ

れに等しく持分が帰属する。非居住者である外国人は、この口座を開設することは

できない。米国では、9 つの州がこの制度を導入している 15。 

5. Custodianship or Guardianship：口座名義人の財産（判断能力が不十分とみ

なされる者の財産）は、代理人または後見人によって管理される。Guardianship
口座については、資産の投資判断は、裁判所から任命された後見人が行う。 

 

                                         
9 Emanuel, Steven L, Property, Wolters Kluwer, 2017, pg C-31 
10 遺産相続における裁判所の検認手続を指す。検認手続きを経て相続人へ移転する財産は検認財産

（probate property）、検認手続きを経ずに移転する財産は非検認財産（non-probate property）と称する。 
11 Emanuel, Steven L, Property, Wolters Kluwer, 2017, pg C-32 
12 Emanuel, Steven L, Property, Wolters Kluwer, 2017, pg C-34 
13 Tenants by the Entireties は、アーカンソー州、デラウェア州、フロリダ州、ハワイ州、メリーランド州、マサ

チューセッツ州、ミシシッピ州、ミズーリ州、ニュージャージー州、オクラホマ州、ペンシルベニア州、テネシー州、

バーモント州、バージニア州、ワイオミング州で導入されている。なお、アラスカ州、インディアナ州、ケンタッキ

ー州、ニューヨーク州、ノースカロライナ州、ロードアイランド州では、不動産のみに適用が認められている。 
14 Emanuel, Steven L, Property, Wolters Kluwer, 2017, pg C-29 
15 Community Property は、ルイジアナ州、アリゾナ州、カリフォルニア州、テキサス州、ワシントン州、アイダ

ホ州、ネバダ州、ニューメキシコ州、ウィスコンシン州で導入されている。 
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1.3 信託とジョイント・アカウントの比較 
 

本節では、まず信託の概要に触れ、その後にジョイント・アカウントとの比較を行っていく。 

信託とは、受託者と呼ばれる第三者に受益者のために財産を託す信託契約を指す。米国

における信託は、様々な設計が可能であり、信託財産が受益者に移転する方法と時期を

調整することができる。信託を活用した場合には、プロベートを経ないため、受益者は遺言

により資産を相続する場合よりも早く資産を手にすることができる 16。 

米国において次世代への資産を引き継ぐために家族間でよく使われる信託の形態として家

族信託（Family Trust）が挙げられる 17。米国における家族信託とは、一般的に、家族を受

益者として設定した信託を指し、生前信託（委託者の生存期間中に設定）、または遺言信

託（委託者の死亡時に遺言により設定）として設定することができる。生前信託は、対象と

する財産を家族信託に託して信託財産とすることで、委託者の法的所有から外すことが目

的である場合が多い。但し、生前信託では、委託者が信託財産を実質的に支配し、信託財

産から利益を受ける権利も認められていることから、設計次第では、引き続き委託者の法

的所有とみなされることもある。 

生前信託の設定にあたっては、信託する財産を特定し、生前信託契約を締結することで、

その財産を生前信託へと移管する。なお、生前家族信託を設定する際には、信託を撤回可

能とするか否かもひとつの検討要素となる。 

撤回可能な生前家族信託を設定する主な目的： 

 プロベートを回避することができる。そのため、裁判手続きに要する時間と費用を回

避することができる。また、プロベートを回避することで裁判所のプロベート手続きで

当該家族信託財産に関する情報が開示されないため、誰に財産が移管されたかを

示す公的な記録が残らず、プライバシーを確保できる。 

 受益者が未成年である、障がいを有している、もしくは離婚調停中など、当該信託

財産の管理が困難な場合、受益者のために信託財産を保護することができる。 

撤回不可能な生前家族信託を設定する主な目的： 

 撤回可能な生前家族信託と同様に、プロベートを回避することができる。 

 財産を信託に設定することで、債権者から当該信託財産を保護することができる。

財産の法的な所有権は信託の名義であるため、信託財産は、委託者または受益者

のいずれの債権者の差し押さえの対象とはならない。 

                                         
16 信託の設定に際しては、受益者は 1 人または複数を設定することができる。 
17 本節での家族信託についての記載は、簡素化した記載にとどめている。信託設計においては、個々人の

置かれている状況や信託設定の目的も含めて、贈与税・遺産税などの税制や不動産などに関するより詳細

な検討が求められる非常に複雑な問題であり、ケースバイケースでの対応が必要となる。 
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 委託者は、当該信託財産の法的所有権を有しないため、委託者が死亡した場合、

信託財産は州法・連邦法上の遺産には含まれないことから、遺産税の対象外とす

ることができる。なお、この利点は、米国の遺産税・贈与税の生涯控除を超える相続

財産を有する場合に当てはまる。 

このように信託を活用することで、次世代への資産移転は可能となるものの、信託財産は、

通常、信託が指定した期限または委託者が死亡するまで、委託者または受託者の管理下

にある。この点は、口座内の財産に対してすべての口座名義人が同等の管理権限を有す

るジョイント・アカウントの構造とは対照的である。 

信託とジョイント・アカウントの活用を比較した際の長所と短所を以下で更に検討する。 

 

信託活用の長所 

信託の主な利点はその柔軟性にある。信託は委託者のニーズに合わせて柔軟に信託契

約を設計できることから、その用途は様々であり、節税、資産からの収入（利子・配当など）

の分配、プロベートの回避、慈善目的、資産の移転、債権者からの財産保護、受益者への

インセンティブ付与、などに用いられている。 

銀行や証券会社のジョイント・アカウントでは、信託のような柔軟な設計ができないことから、

相続設計プランナーは、ジョイント・アカウントを好んで活用することはない。 

また、信託における受託者とは異なり、ジョイント・アカウントを提供する証券会社は、一般

的には、顧客に対する受託者責任を負っておらず 18、また顧客の相続設計の支援をするた

めに必要となる専門的な知見を一般的には備えていない。 

しかしながら、信託とは異なる面でジョイント・アカウントは信託よりもいくつか点で優れてい

る。 

 

信託活用の短所 

信託の長所である柔軟性は、しかしながら多くの複雑さを内包しており、それ故に信託の設

計や運営に要するコストは相応の金額となる傾向がある。信託の運営に関連する費用の

主なものとしては、以下が挙げられる。 

 信託契約の草案作成費用 

 信託の登記 

 信託報酬（年間） 

                                         
18 米 SEC が 2018 年 4 月に見直しを検討している旨を発表している： https：//www.sec.gov/news/press-
release/2018-68 を参照。 

https://www.sec.gov/news/press-release/2018-68
https://www.sec.gov/news/press-release/2018-68
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 税務申告への対応（信託の種類によっては課税対象となる） 

また、信託を最も効果的に活用するためには、委託者の信託設定の目的、受益者の状況、

税務・関連法規制の動向などの環境変化に応じて、信託契約の内容を都度見直す必要が

あり、当然ながら見直しには費用が伴う。つまり、信託の設定とその維持には相応の費用

を要することから主に富裕層が利用する手段といえる。 

他方、銀行や証券会社のジョイント・アカウントの利点の一つは、その開設の容易さにあり、

その維持にも労力を要しない。また、口座名義人が実際に財産の一部を口座から引き出す

場合、受託者責任を持つ受託者が存在しないため、信託財産と比較して容易である。 

更に、ジョイント・アカウントの利点として、夫婦や家族が共同で口座を管理できるという日

常生活における利便性が挙げられる。つまり、証券ジョイント・アカウントに例えると、夫婦

や家族が共同で資産管理、投資判断、口座資金の調達や引き出しを行うことが可能となる。

実際に、ファイナンシャル・アドバイザーへのインタビューでは、ジョイント・アカウントの大部

分は夫婦で日常生活における利便性のために活用していることが確認された。 
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2 ジョイント・アカウント保有者の権利と義務 
 

2 章では、ジョイント・アカウントの口座名義人の権利と義務について説明していく。 

まず、証券ジョイント・アカウントは、証券市場での取引を行う上で、一般的な個人向けの証

券口座と同様の権利や責任を有している。また、ジョイント・アカウントで取引可能な金融商

品にも制限はなく、株式、債券、投資信託、REIT、ETF、先物やオプションを取引すること

ができる。後述するように、ジョイント・アカウントは共同で所有されている。ジョイント・アカ

ウントのすべての口座名義人が、口座を運営・管理する権利を有しており、すべての口座

名義人が、ジョイント・アカウントにログインし、証券取引のためのオンラインポータルを利

用することができる。なお、Custodianship、Guardianship の場合には、それぞれの代理

人または後見人が口座を運営する権限を与えられている。 

次に、証券会社は、年齢や病気による投資判断能力の欠如、または不正の疑いがない限

りは、ジョイント・アカウントの口座名義人の取引意向を尊重する。 

最後に、口座名義人間での係争へ発展した場合、裁判所を通じて、一般的な係争と同様の

過程で解決が図られる。離婚や破産・清算に際しては、ジョイント・アカウントの性質、連邦

および州における法規制をもとにその対応が定まる。 

上述を踏まえて、2.1 節では、前章で概要を示した 5 つのタイプのジョイント・アカウントにつ

いて詳述する。2.2 節では、ジョイント・アカウントに関わる税制について概説し、世代間の

資産移転に関する税制についても触れる。 

 

2.1 ジョイント・アカウントの権利と管理 
 

前章で述べた通り、ジョイント・アカウントの権利・所有やその管理に関する規定は、米国に

おける様々な法的枠組みおよび財産に関する判例に基づいている 19/20。以下では、まず

は、ジョイント・アカウントの権利・所有の構造やその管理の概要について触れていく。 

JTWROS、Tenants in Common、Tenants by the Entireties は、同一の不動産または財

産を、二人以上の者が同時に所有する場合に生ずる財産法上のコンセプトである。その特

徴は、それぞれの所有者は資産全体への権利を有しているが、その特定の部分に対する

請求権を有していない。例えば、一軒家という資産の場合、共同所有者は皆で一軒家を所

有するものの、寝室などのある特定の部屋についての所有権を主張することはできない。

銀行と証券会社のジョイント・アカウントの場合は、口座名義人それぞれが口座を運営し、

                                         
19 「財産」とは、財産の受益権（財産に対する任命の一般的権限を含む）をいう。したがって、この用語には、

受託者のような単なる法律上のタイトルのみからなる財産の権利は含まれない。また、この用語には、任命の

一般的権限とはみなされない財産に対する任命権は含まれない。26 U.S. Code CFR § 20.2013-5 https：
//www.law.cornell.edu/cfr/text/26/20.2013-5 を参照。 
20 Rev. Rul.69-148, 1969-1Cum. BuLL.226 

https://www.law.cornell.edu/cfr/text/26/20.2013-5
https://www.law.cornell.edu/cfr/text/26/20.2013-5
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そのすべての機能を利用する権利を有する。また、その口座内の財産への権利構造は、

口座内で所有する原資産を規定する法規制に基づいて決まる（例えば株式の議決権など）。 

Community Property は、米国の一部の州に居住する夫婦の財産を管理する法制度であ

り、その権利・所有と管理については、住所を有する州の法律が適用される。 

Custodianship、Guardianship は、一般的には口座の権利・所有とその管理が分離されて

おり、州の法規制などが適用される。 

それぞれのジョイント・アカウントの権利・所有とその管理については、以下に詳述する。 

 

2.1.1 Joint Tenancy with Rights of Survivorship（JTWROS）21 
 

Joint Tenancy with Rights of Survivorship（以下「JTWROS」）は、共同所有の 1 つの形

態である。JTWROS の口座名義人は、銀行口座、証券口座、あるいは他の保有形態にか

かわらず、資産に対する同等の持分と同等の権限を持たなければならない。 

JTWROS としての資産の形成にあたっては、一般的に「4 つの条件」を満たさなければな

らない 22。その条件とは、Unity of Time（その権利が同一の時に生じている）、Unity of 
Title（その権利が同一の資産に関する同一の譲渡行為によって生じている）、Unity of 
Interest（その持分は等しい）、および Unity of Possession（口座名義人は資産に対する同

等の権利および義務を有する）の 4 つである 23/24。 

JTWROS の主な特徴として、口座名義人は死亡と同時に口座内の財産への管理権限を

喪失し、その口座持分はプロベートを経ずに生存する口座名義人に移転することが挙げら

れる。これは、JTWROS の口座を開設し資産を形成する行為が、一方の口座名義人の死

亡時にその持分を他方の口座名義人へ移転することを前提としているためであり、その前

提から口座名義人は、その口座持分を遺言により譲渡することは認められていない。 

口座持分の解消 25：口座名義人の 1 人が自らの口座持分を譲渡（売却を含む）した場合、

「4 つの条件」が成立しなくなり、JTWROS の口座は解消する 26。また、同様に一方の口座

                                         
21 Emanuel, Steven L, Property, Wolters Kluwer, 2017, pg 117 
22 コモンローでは、かつては、明確な意思が示されない限り、財産の共同所有は joint-tenancy であるとされ

ていたが、現在は、joint-tenancy を確立する明確な意思がない限り、tenants in common とみなされる。 
23 多くの州では、今日では Unity of Time を 4 つの条件から外している。また、一部の州では、「Joint 
Tenancy with Rights of Survivorship」という名称を用いることを joint-tenancy 確立の要件としている。 
24 Possession の条件は、JTWROS の口座で有する資産について、全ての口座名義人が同等に資産を享

受できる権利を含む（一軒家における事例を参照）。当該資産が有価証券の場合には、売買する権利もここ

には含まれる。 
25 Emanuel, Steven L, Property, Wolters Kluwer, 2017, pg 120 
26 第三者が、Unity of Time や Unity of Title の条件を満たさないためである。 



 

 
 

15 

名義人の意向、または口座名義人の同意によって、口座を解消することができる。

JTWROS の口座を解消した場合、一般的には Tenancy in Common に移行する。 

口座への担保設定：無担保の債権者は、債務者以外の口座名義人に対する請求権を有

せず、当該債務者が死亡した場合、他の口座名義人へその口座持分は引き継がれるもの

の、その債務は引き継がれない 27。なお、JTWROS への担保設定の見解は、州によって

異なっている。「4 つの条件」が成り立たないとして JTWROS の解消とする州がある一方で、

担保設定は返済確保の手段に過ぎず、「4 つの条件」の成立には影響しない、との見解を

示す州もある。 

 

2.1.2 Tenants in Common28 
 

Tenants in Common は、口座名義人が、口座内の財産に対する独立した権利を有する資

産共有の一種であり、その持分は均等とは限らない（JTWROS とは異なり、等しい権利を

有する必要がない）。但し、各口座名義人は、資産全体を所有し享受する権利を有する 29。

各口座名義人はその死亡時に、口座持分を遺言により相続させることができ、遺言を残さ

なかった場合には、遺言のない相続として州法に基づき取り扱われる。 

口座持分の解消 30：口座名義人は、他の名義人の同意なしに、自らの持分の全部／一部

を譲渡（売却含む）することができる。持分の譲渡を受けた者は、元の口座名義人が享受

可能なすべての権利を引き継ぐ。 

口座への担保設定 31：口座名義人は、他の名義人の同意なしに、自らの持分の全部／一

部を担保として設定することができる。担保設定は、当該債務者の持分相当に限定され、

他の口座名義人への持分は担保の対象とはならない。 

 

2.1.3 Tenants by the Entireties32 
 

Tenants by the Entireties は、JTWROS に極めて似ており、JTWROS と同様に 4 つの条

件が求められる。また、生存者権も有することから、一方の口座名義人の死亡時には、プ

ロベートを経ずに口座持分とその持分は移転する。但し、Tenants by the Entireties の口

座名義人は、婚姻関係にあることが求められ、また、夫婦は一体であるとの考え方から、1

                                         
27 Emanuel, Steven L, 資産, Wolters Kluwer, 2017, pg 120, 121 
28 Emanuel, Steven L, 資産, Wolters Kluwer, 2017, pg 123 
29 資産全体を所有する権利は、Unity of Possession に該当する。JTWROS では、4 つの条件が求められる

が、Tenants in Common では、Unity of Possession の条件 1 つのみが求められる。 
30 Emanuel, Steven L, 資産, Wolters Kluwer, 2017, pg 124 
31 Emanuel, Steven L, 資産, Wolters Kluwer, 2017, pg 124 
32 Emanuel, Steven L, 資産, Wolters Kluwer, 2017, pg 125 
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人で資産を所有しているかのようにみなされる。そのため、口座名義人が離婚した場合に

は、Tenants by the Entireties は解消する。 

なお、夫婦が離婚した場合、その資産を引き継ぐ口座の形態については、州によって見解

が異なる。一部の州では JTWROS との見解を示す一方、ほとんどの州では、Tenants in 
Common として扱われている。但し、形態にかかわらず、ほとんどの裁判所は、当事者 2
人の持分は等しいとしている 33。 

現代においては、Tenants by the Entireties は古い仕組みであると考えられている。現在

の社会では、夫婦を一体としてではなく、夫婦それぞれを個人として扱っていることから、多

くの州では Tenants by the Entireties を廃止している 34。州によっては、ジョイント・アカウ

ントの口座形態としてではなく、不動産の契約上の取り決めとしてのみ Tenants by the 
Entireties が認められている 35。 

口座持分の解消 36：Tenants by the Entireties と JTWROS の決定的な違いは、Tenants 
by the Entireties においては、夫婦がともに生存しており、婚姻関係が継続している間は、

一方的に Tenants by the Entireties を終了させることはできない、という点にある。つまり、

口座持分の譲渡という考え方は存在しない。但し、当事者 2 人の同意に基づき、Tenants 
by the Entireties を解消し、JTWROS または Tenants in Common へと移行することはで

きる。 

口座への担保設定 37：ほとんどの州では、他方の配偶者が生きている間は、債権者が

Tenants by the Entireties 内の債務者の口座持分相当の資産を差し押さえることを認めて

いない。 

 

2.1.4 Community Property38 
 

Community Property の制度は、ルイジアナ州、アリゾナ州、カリフォルニア州、テキサス州、

ワシントン州、アイダホ州、ネバダ州、ニューメキシコ州、ウィスコンシン州の 9 州が法制度

として導入している。一般的には、婚姻期間中に取得した財産は、その取得の時点から夫

婦に属するというのが Community Property 制度の基本的な考え方である。Community 

                                         
33 これらの規則の例外事項は、銀行のジョイント・アカウントである。銀行ジョイント・アカウントに貢献した（預

金した）当事者が死亡した場合、その死亡時に、生存する口座名義人の資産となることを意図したものであっ

たか否かについて、訴訟が存在することが多い。口座名義人それぞれが、銀行ジョイント・アカウントの財産

への同等の権利・所有を有するとこれまでは推定されてきたが、今日では、裁判所はこの推定を覆す証拠の

収集に積極的になっている。その一例として Frey v.Wubbena, 26 Ill.2d 62, 185 N.E.2d 850 （1962）; 
Annot., 43 A.L.R. 3d 971 （1972）; Effland, supra 3, at 517-21 が挙げられる。 
34 C Moynihan, Introduction to the Law of Real Property 220 
35 Am. Law Property §6.6、30,C. Mo mA 230-35 
36 Emanuel, Steven L, Property, Wolters Kluwer, 2017, pg 126 
37 Emanuel, Steven L, Property, Wolters Kluwer, 2017, pg 126 
38 Emanuel, Steven L, Property Wolters Kluwer, 2017, pg C-29 
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Property 口座は、Community Property 制度を導入している州に住所を持つ人が開設し

た銀行や証券口座全てが該当する。Community Property 制度を規定する法律は州によ

って異なるが、ほとんどの州では、次に挙げるものを夫婦の財産として分類している。 

 夫婦いずれかが婚姻期間中に受け取った収入。 

 婚姻期間中の収入により取得した不動産または個人の資産。車、家、家具、家庭

用電化製品、および高級品などが含まれる。 

 婚姻期間中に生じた債務。 

配偶者が婚姻前または相続により取得した財産は、Community Property に該当せず、

Separate Property として取り扱われる。 

Community Property 制度のもとでは、夫婦いずれかが得た利益や支出にかかわらず、夫

婦はすべてを等しく共有する。これは、夫婦の婚姻期間中に各々の労力によって獲得した

財産に対して等しく権利を有するという考え方に基づいており、その権利・所有と管理には、

次の 3 つの前提が適用される。 

Traceability（追跡可能であること）：婚姻期間中に獲得した資産は Community 
Property となる。但し、Separate Property を用いて獲得した資産は Separate 
Property である。 
Commingling（混在した場合の取扱い）：Community Property の資産と Separate 
Property の資産が混在し、その判別ができない場合には、Community Property とみ

なされる。 
Alienability（一方的な資産処分の禁止）39：婚姻期間中は、夫婦のいずれからも一方

的に Community Property の財産を処分することはできない。 

Community Property の相続は、通常はプロベートを経る。但し、銀行や証券口座につい

ては、一部の州では Community Property の口座に生存者権を認めており、その場合は、

プロベートを経ずに、生存している配偶者に口座内の資産とその持分は移転する。 

口座持分への担保設定：Community Property においては債務も夫婦で共有する。つまり、

夫婦のいずれかが負った債務について、債権者は Community Property の財産全体に対

して請求権を有するということである。しかしながら、その債務が婚姻前に生じた債務につ

いては、一般的には Separate Property とみなされる。40 

 

                                         
39 ここで言及している Alienability とは、財産の一部またはその権利を婚姻関係にある一方の当事者が、第

三者へ譲渡することを指す。 
40 例えば、カリフォルニア州家族法第 913 条は、「Separate Property に属する債務は、婚姻前または婚姻

期間中の債務に関わらず、他方の配偶者はその責務を負わない」と定めている。CA Fam Code §913
（2017）： https：//law.onecle.com/california/family/913.html を参照。 

https://law.onecle.com/california/family/913.html
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2.1.5 Custodianship and Guardianship 
 

Custodianship と Guardianship は、基本的にはそれぞれが代理人の形態の一種である。

つまり、法律上の枠組みに基づき、判断能力が不十分とみなされる者へ、成年者が当該人

物に代わって財産やその権利を守り、当該人物を法的に支援する制度である。米国におけ

る Custodianship と Guardianship は、その種類も様々であり、法律も州によって異なって

はいるものの、両制度における最大の違いは、代理人に与えられた権限と責任の違いにあ

る。 

 

Custodianship41： 
 

Custodianship とは、18 歳未満の未成年者のために成年者が管理する銀行や証券会社

の口座を指す。口座の名義およびその権利や所有は、未成年者に属するものの、その管

理は代理人（一般的には親権者）に委ねられている。 

米国のほとんどの州では、両親を未成年者の代理人と認めており、両親が離婚手続き中

や代理人として不適当であると判明した場合を除き、裁判所も両親を代理人として拒否す

ることはない。代理人は、必ずしも親権者である必要はなく、未成年者に対して広範な権限

を行使可能な成年者は、代理人になりうる。代理人は、Custodianship の期間が終了する

まで、未成年者の最善の利益のために資産を管理することが法律で義務付けられている。

なお、Custodianship は、未成年者を対象としていることから、成年者に対する代理人が任

命されることはない。 

Custodianship の口座は、信託と比較して、その開設は容易であるものの、設計の柔軟性、

財産の保護、節税効果などの観点で劣後することから、米国では、富裕層の資産移転手段

としては、活用されていない。また、未成年者の教育資金の積み立てという観点から

Custodianship の活用を検討した場合、1 章で触れた 529 Plan のように税制上の優遇措

置が設けられていないため、最善の積み立て方法とはみなされていない。 

口座の解消 42：未成年者が一定の年齢（ほとんどの州では 18 歳）に達すると自動的に

Custodianship は終了する。Custodianship が終了すると、未成年者は、口座の管理権限

を含めて、口座に関する全ての権利・所有を手にすることになり、口座内の財産を活用した

投資や、口座を閉鎖し一般的な証券口座へと移行することもできる。 

                                         
41 The Laws Of New York Consolidated Laws Estates, Powers & Trusts Article 7： Trusts Part 1. Rules 
and Governing Trusts Part 6： Uniform Transfers To Minors Act： https：
//www.nysenate.gov/lagulation/laws/EPT/7-6.1 を参照。 
42 一部の州では、21 歳もしくは 21 歳以上で Custodianship が終了する。但し、一般的には、口座開設時に、

終了時点（未成年者が口座の管理権限を得る年齢）が定められている。 

https://www.nysenate.gov/legislation/laws/CONSOLIDATED
https://www.nysenate.gov/lagulation/laws/EPT/7-6.1
https://www.nysenate.gov/lagulation/laws/EPT/7-6.1
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口座への担保設定：ほとんどの州では、未成年者が契約を締結する能力を欠いていること

から、担保設定は認められていない。 

 
図表 2：ケーススタディ – NY 州法 Uniform Transfer of Minors Act（以下「UTMA」）43 
 
概要 ● UTMA の口座は、未成年者向けの Custodianship の一種であり、成年者

によって開設される。 
● 未成年者が 18 歳または 21 歳に達した時点で、口座内の資金と資産への

管理権限を得る。 
● UTMA の口座は、銀行または証券会社に開設される。他の Custodianship

と同様に、代理人は UTMA の口座を管理する。 

歴史 ● ニューヨーク州議会は 1996 年に Uniform Gift to Minors Act（以下

「UGMA」）に代わるものとして UTMA を導入した 44。UTMA は、1997 年 1
月 1 日以降に行われたすべての撤回不可能な贈与に適用される。UGMA
は 1997 年に廃止され、UTMA の規定は、UGMA、UTMA いずれかの法令

に基づいて設立された口座にも適用される。 

特徴 ● UTMA の口座名義人として未成年者を登録するとともに、代理人も登録とし

なければならない。代理人が死亡した際や代理人としての責務が果たせな

くなった時のために、代理人の代行者を 1 名以上登録することができる。 
● UTMA の口座に対して行われるすべての贈与は、撤回不可能なものとみな

される。口座に寄託された財産は、贈与者に返還することはできない。 
● 代理人は、未成年者の利益のためにのみ、口座の財産を利用することがで

きる。また、UTMA の口座内の財産は常に分別管理が必要である。 
● 未成年者は、18 歳または 21 歳に達するまで、口座を利用することも管理

することもできない。 

 
 
Guardianship 
 
Guardianship は、年齢や健康状態によって判断能力が不十分とみなされた人々を支援す

るための法制度である。Guardianship においては、裁判所が後見人を任命し、後見人は、

判断能力が不十分とみなされた者（以下「被後見人」）への法的責任を負う。なお、裁判所

は後見人の任命の前に、被後見人の判断能力の程度について確認をしなければならない。 

                                         
43 The Laws Of New York Consolidated Laws Estates, Powers & Trusts Article 7： Trusts Part 1. Rules 
and Governing Trusts Part 6： Uniform Transfers To Minors Act： https：
//www.nysenate.gov/laguation/laws/EPT/7-6.1 を参照。 
44 ニューヨーク州をモデルとした法案が、1986 年に全米統一州法委員会議によってモデル法案として最終

決定され、多くの州で導入されている。 

https://www.nysenate.gov/legislation/laws/CONSOLIDATED
https://www.nysenate.gov/laguation/laws/EPT/7-6.1
https://www.nysenate.gov/laguation/laws/EPT/7-6.1
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Guardianship の期間に定めはなく、一時的または永続的いずれの期間も認められている。

また、その後見範囲は、被後見人の医療ケアや資産管理といったように、ある側面の後見

に限定されることもある。 

Guardianship の口座とは、裁判所が指定した後見人が管理する銀行または証券会社の

口座を指す。Guardianship の口座は、第三者と共有することはできず、被後見人のために

後見人が管理している口座として、口座に後見人が登録されなければならない。また、口

座は、裁判所の監視対象となる。 

ニューヨーク州の Mental Hygiene Law 第 81.08 条 45では、裁判所に提出する最初の後

見申請には、被後見人が保有するジョイント・アカウントを含むすべての財産の一覧が含ま

れなければならない。この一覧に記載された財産は後見財産と呼ばれ、各資産のおおよそ

の価値を記載する。 

Guardianship におけるジョイント・アカウントの取扱いは、裁判所の判断を必要とするため、

米消費者金融保護局（Consumer Finance Protection Bureau）は、後見財産としてジョイ

ント・アカウントがある場合には、注意するようガイダンス 46で示している。裁判所の判断に

おいては、ジョイント・アカウント内の財産を後見人の管理対象とするか否かは、後見人と

被後見人の関係性、被後見人と他の口座名義人の関係性、ジョイント・アカウントに生存者

権が付されているか、口座に資金を提供した人物およびその提供意図などが問われる 47。

裁判所がジョイント・アカウントを後見人の管理対象とみなすか否かは、上述を踏まえた判

断次第であり、後見人の管理対象とみなされるケース、みなされないケースそれぞれの判

例がある 48/49。 

後見人は、被後見人を不当な搾取から保護するために裁判所から任命されていることから、

被後見人の口座から支出された金額の詳細を記載した年次報告書を裁判所へ提出しなけ

ればならない。同様に、後見人が作成し、納税申告をした被後見人の税金も裁判所へ報告

しなければならない 50。また、贈与、大量購入、あるいは不要な支出を行う際には、裁判所

                                         
45 New York Consolidated Laws, Mental Hygiene Law - MHY § 81.21 Powers of guardian; property 
management, MHL §81.08 https：//codes.findlaw.com/ny/mental-hygiene-law/mhy-sect-81-21.html を
参照。 
46 米消費者金融保護局、Help for court-appointed guardians of property and conservators： https：
//files.consumerfinance.gov/f/201310_cfpb_lay_fiduciary_guides_guardians.pdf を参照。 
47 Anthony J. Enea, Esq., The Treatment of Joint Accounts in an Article 81 Guardianship Proceeding： 
https：//www.esslawfirm.com/Articles/The-Treatment-of-Joint-Accounts-In-An-Article-81-Guardianship-
Proceeding.shtml を参照。 
48 United States District Court, N.D. Indiana, Hammond Division. In the Matter of the GUARDIANSHIP 
OF Marlene H. NEELY, Adult. No. 2：11 CV 140.March 9, 2012. 
49 Guardianship of Jack D. OLSHEN, Ward. Edward DOWNEY, Esq, Petitioner/Appellant, v. Anthony 
ROMANO, Guardian of the Property of Jack David Olshen, Irene Olshen, Respondents/Appellees. No. 
4D12-4160. April 17, 2013. Palm Beach County. 
50 New York Consolidated Laws, Mental Hygiene Law - MHY § 81.21 Powers of guardian;  property 
management, MHL §81.31： https：//codes.findlaw.com/ny/mental-hygiene-law/mhy-sect-81-21.html を
参照。 

https://codes.findlaw.com/ny/mental-hygiene-law/mhy-sect-81-21.html
https://files.consumerfinance.gov/f/201310_cfpb_lay_fiduciary_guides_guardians.pdf
https://files.consumerfinance.gov/f/201310_cfpb_lay_fiduciary_guides_guardians.pdf
https://www.esslawfirm.com/Articles/The-Treatment-of-Joint-Accounts-In-An-Article-81-Guardianship-Proceeding.shtml
https://www.esslawfirm.com/Articles/The-Treatment-of-Joint-Accounts-In-An-Article-81-Guardianship-Proceeding.shtml
https://codes.findlaw.com/ny/mental-hygiene-law/mhy-sect-81-21.html
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の事前承認を得なければならない。後見人は、口座の管理において、被後見人の利益を

最優先に考え、受託者として行動することが期待されている。米消費者金融保護局は、後

見人がその責務を遂行するにあたって、上述の通りガイダンス 51を提供している。 

口座の解消 52：Guardianship の口座は、裁判所の判断で作成され、また終了する。

Guardianship は、被後見人が心身ともに判断能力を十分に有する状態にあると裁判所が

判断したときに終了する。後見人が裁判所の求める責務を履行できなくなった場合にも、

Guardianship は終了する。なお、被後見人が高齢者の場合には、被後見人の死亡によっ

て Guardianship が終了すること多い。このような場合、後見人は死亡報告書（被後見人の

氏名・住所、死亡日時等を記載）53を作成し、被後見人の遺産を管理するために任命され

た人物へ口座の管理を移行しなければならない。 

口座への担保設定：Guardianship の口座は、債権者の請求権および有効な担保設定を

そのまま引き継ぐ。新たな担保設定については、裁判所の決定に従う。裁判所は被後見人

の利益になると信じるときには請求権の行使を認めることがある 54。 

 

  

                                         
51 米消費者金融保護局、Help for court-appointed guardians of property and conservators： https：
//files.consumerfinance.gov/f/201310_cfpb_lay_fiduciary_guides_guardians.pdf を参照。 
52 New York Consolidated Laws, Mental Hygiene Law - MHY § 81.21 Powers of guardian;  property 
management, MHL §81.2： https：//codes.findlaw.com/ny/mental-hygiene-law/mhy-sect-81-21.html を参

照。 
53 New York Consolidated Laws, Mental Hygiene Law - MHY § 81.44 Proceedings upon the death of 
an incapacitated person： https：//codes.findlaw.com/ny/mental-hygiene-law/mhy-sect-81-44.html を参

照。 
54 N.Y. Debtor & Creditor Law 15 – Power of Court： https：//www.lawserver.com/law/state/new-
york/ny-laws/ny_debtor_creditor_law_15 を参照。 

https://files.consumerfinance.gov/f/201310_cfpb_lay_fiduciary_guides_guardians.pdf
https://files.consumerfinance.gov/f/201310_cfpb_lay_fiduciary_guides_guardians.pdf
https://codes.findlaw.com/ny/mental-hygiene-law/mhy-sect-81-21.html
https://codes.findlaw.com/ny/mental-hygiene-law/mhy-sect-81-44.html
https://www.lawserver.com/law/state/new-york/ny-laws/ny_debtor_creditor_law_15
https://www.lawserver.com/law/state/new-york/ny-laws/ny_debtor_creditor_law_15
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図表 3：ケーススタディ– NY 州法 Mental Hygiene Law 81 条 55 
 
概要 ● ニューヨーク州の Mental Hygiene Law 第 81 条は、裁判所に、後見人の

任命可否や後見人の裁量範囲を決定する権限を与えている。また、後見に

おける実務面の手続きについても規定している。 

歴史 ● Mental Hygiene Law 第 81 条は、1933 年に制定された。 

特徴  
● 同法では、後見人は、その必要性に応じて任命される。必要性とは、その人

物の同意のもと、もしくはその人物の『判断能力が不十分とみなされる』場

合であり、その裁量範囲は、食品、衣服、住居、健康、安全確保、資産管理

などが含まれる。なお、『判断能力が不十分とみなされる』状態とは、自己の

ニーズを自分自身で解決することが出来ず、またそのニーズを満たすような

能力が欠如していることを理解できないために、苦しむことが明らかに証明

されている場合を指す。 
●  裁判所は、個人の判断能力につき、日常的な行動やそのニーズを踏まえ

て判断し、必要と認めた場合には、後見人を任命する。後見人は、被後見

人に介入し、被後見人の利益のために行動する。但し、状況に照らして、可

能な限り被後見人を制限しないことが望ましい。 
● なお、被後見人本人を後見するのと、財産を後見するのとでは、その職務と

権限は異なる。被後見人本人の後見に関わる権限は、MHL §81.2256に規

定されており、財産の後見人の権限は MHL §81.2157に規定されている。

前者は被後見人本人の日常生活を支援する役割を担い、後者は被後見人

の財産を管理する役割を担う。 
● 財産の後見人は、「最小限の介入」を提供することを目的に、被後見人の独

立性を保ちつつ、財産管理における支援を提供する。後見人の最も重要な

役割は、被後見人の財産に関わるすべての取引や活動を記録することであ

る。また、後見人は、自らが後見人として行ったすべての取引について、年

次会計報告を提供しなければならない。 
● 後見人はまた、被後見人の死亡または後見の終了に際して、最終報告書を

提出しなければならない。また、最終報告書とともに、後見人は被後見人の

すべての資産および負債の残高を報告しなければならない。 

  

                                         
55 http：//www.nycourts.gov/ip/gfs/Article_81_Law_2008.pdf を参照。 
56 New York Consolidated Laws, Mental Hygiene Law - MHY § 81.21 Powers of guardian;  property 
management, MHL §81.2： https：//codes.findlaw.com/ny/mental-hygiene-law/mhy-sect-81-21.html を
参照。 
57 New York Consolidated Laws, Mental Hygiene Law - MHY § 81.22 Powers of guardian;  personal 
needs, MHL §81.2： https：//codes.findlaw.com/ny/mental-hygiene-law/mhy-sect-81-22.html を参照。 

http://www.nycourts.gov/ip/gfs/Article_81_Law_2008.pdf
https://codes.findlaw.com/ny/mental-hygiene-law/mhy-sect-81-21.html
https://codes.findlaw.com/ny/mental-hygiene-law/mhy-sect-81-22.html
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2.1.6 ジョイント・アカウントのタイプ別の権利等概観 

 
図表 4：ジョイント・アカウントのタイプ別の権利等概観 
ジョイント・アカ

ウントのタイプ 
所有 相続 口座の解消 

（譲渡等） 
口座への担保設定 

JTWROS 各所有者は、口座

に関する同等の権

限と未分割の所有

権を有している。 

一方の口座名義人

の死亡時、生存して

いる口座名義人は、

プロベートを経ずに

その持分を引き継

ぐ。 

口座の所有権が一

方の口座名義人に

よって譲渡された

場合、解消する。 

無担保の債権者

は、他の口座名義

人に対して請求権

を有しない。 

Tenants in 
Common 

各所有者の持分は

独立しており、均等

ではない所有権を

有する可能性があ

る。 

遺言／プロベートを

経て、相続される。 
各口座名義人は、

自らが有する持分

の一部または全て

を譲渡することがで

きる。 

債権者の請求権

は、当該債務者の

持分の範囲内に限

られる。 

Tenants by the 
Entireties 

夫婦での共同所有

であり、夫婦は、口

座に関する同等の

権限と未分割の所

有権を有している。 

一方の口座名義人

の死亡時、生存して

いる口座名義人は、

プロベートを経ずに

その持分を引き継

ぐ。 

双方が生存し婚姻

関係が継続してい

る場合には、口座

の所有権の一方的

な譲渡や解消はで

きない。 

債権者は請求権を

有しない。 

Community 
Property 

夫婦での共同所有

であり、夫婦は、口

座に関する同等の

権限と未分割の所

有権を有している。 

一方の口座名義人

の死亡時には、遺言

／プロベートを経て、

相続される 58。 

Community 
Property は法制度

であることから、口

座解消はできるも

のの、その財産は

引き続き

Community 
Property となる。 

いずれかの配偶者

に対する債権でも、

債権者は口座の財

産全体への請求権

を有する。 

Custodianship 資産は、代理人に

よって管理される。 
財産は、未成年者が

死亡した場合には、

親に返還される。 

未成年者が 18/21
歳に達したときに、

終了する。 

担保設定は認めら

れていない。 

Guardianship 資産は後見人によ

って管理される。 
後見人は、相続の請

求権を有しない。 
遺言／プロベートを

経て相続される。 

裁判所の判断によ

り終了する。 
裁判所の判断によ

り決定する。 

                                         
58 一部の Community Property を導入している州では、生存者権を有する口座を開くことができ、その場合

にはプロベートを経ずに生存している配偶者へ口座の財産・持分が移転する。 
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2.1.7 預金保険 
 

FDIC 預金保険 

米国では、銀行の預金口座は連邦預金保険公社（Federal Deposit Insurance 
Corporation、以下「FDIC」）によって保証されている。各銀行は、FDIC に保険料を支払う

ことを義務付けられており、FDIC は連邦政府が定めた保険限度額まで銀行預金者の預金

を保証する。 

FDIC の預金保険では、銀行ジョイント・アカウントの口座名義人は、自己が保有するすべ

ての銀行ジョイント・アカウントの持分の合計額に対して、25 万ドルまでの保険金支払いを

受けられる。なお、ジョイント・アカウントにおける各口座名義人の持分は、明記されていな

い限り、等しい持分を有しているものとして取り扱う。 

FDIC 預金保険の適用要件 59は以下の通りである。 

1. 口座名義人は、自然人でなければならない。企業、信託等の法人が所有者となっている

場合には、保険の適用要件を満たさない。 

2. 口座名義人は、口座から資金を引き出すための等しい権利を有さなければならない。資

金引き出しの権利が不平等である場合は、保険の適用要件を満たさない。例えば、資金の

引き出しに他の口座名義人全員の署名がいる場合などは、口座の所有権が不明確である

ことから、保険の適用要件を満たさない。 

3. 原則として、各口座名義人は、ジョイント・アカウントのサインカードに署名しなければな

らない。FDIC は電子署名を認めている。なお、一部においては、FDIC は署名要件を免除

している。例えば、譲渡性証券や CD は、署名要件を免除される。預金者は、ジョイント・ア

カウントの他の要件を満たす場合には、譲渡性証券や CD をジョイント・アカウントとして保

有することができる。 

 

SIPC 保険契約 

米国では、証券口座は米証券投資者保護公社（Securities Insurance Protection 
Corporation、以下「SIPC」）によって保証されている。SIPC は非政府組織ではあるものの、

1970 年証券投資者保護法（Securities Investor Protection Act of 1970）によって設立さ

れ、証券会社は加入を義務付けられている 60。SIPC は資産の価値を守るものではなく、

証券会社の清算時に、預り金や預り資産の保護機能を提供するものである。現在、SIPC

                                         
59 FDIC Law, Regulations, Related Acts, 12 C.F.R. § 330.9： https：
//www.fdic.gov/regulations/laws/rules/2000-5400.html#fdic2000part330.9 を参照。 
60 15 U.S. Code CFR§78-2（B）（1）： https：//www.law.cornell.edu/uscode/text/15/78ccc を参照。 

https://www.fdic.gov/regulations/laws/rules/2000-5400.html#fdic2000part330.9
https://www.fdic.gov/regulations/laws/rules/2000-5400.html#fdic2000part330.9
https://www.law.cornell.edu/uscode/text/15/78ccc
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は、1 口座当たり 50 万ドルを保証している。SIPC の目的上、ジョイント・アカウントは、名

義人の人数にかかわらず、単一の口座として扱われる 61。 

 

2.1.8 ジョイント・アカウントで保有する株式の議決権 
 

米国では、株式の議決権は、定款または会社を設立した際の文書によって決定される。こ

れらの設立書類は、会社が設立された州の法規制によって制約されることが多い。 

米国での企業設立の実態を見ると、米国の公開企業の半数以上、フォーチュン 500 社の

60%以上がデラウェア州で設立されている。このように多くの企業がデラウェア州で設立さ

れたことから、結果として、デラウェア州会社法（Delaware General Corporation Law、以

下「DGCL」）は、米国で最も成熟した会社法の枠組みとなり、多くの企業間の係争はデラウ

ェア州平衡法裁判所で解決されている。これらの実態を踏まえ、本調査ではジョイント・アカ

ウントで保有する株式の議決権に関する規定は、DGCL を参照している。 

DGCL では、受託者としての資格を有する場合は、受託されている株式の議決権を行使す

ることができる。具体的には Custodianship と Guardianship の口座の場合、代理人また

は後見人が口座内で保有する株式の議決権を行使する権限を与えられていることを意味

する。他のタイプのジョイント・アカウントについては、各口座名義人が同等の権利を有する

ことから、口座名義人のいずれも議決権を行使することができる 62。 

現代においては、米国ではほとんどの場合、株式は電子化されており、証券会社の名義で

株主名簿に登録されている 63。株主関係の書類や議決権行使書は各株式会社から株主

名簿の登録先へ送付されるため、各投資家は証券会社から連絡を受け取ることになる 64。 

ジョイント・アカウントにおいて複数の口座名義人が議決権を行使する場合、多数決に基づ

き、議決権が行使される。但し、Tenants in Common の場合、その持分が口座名義人間

で均等であるとは限らず、過半数の持分を有する口座名義人がいる場合には、他の口座

名義人は当該口座名義人の決定に拘束される。各名義人間に議決権が均等に分割される

ことはまれではあるが、その場合は議決権も分割して行使されることとなる 65。 

 

  

                                         
61 SIPC Rule 105.： https：//www.sipc.org/for-investors/investors-with-multiple-accounts と https：
//www.sipc.org/about-sipc/statute-and-rules/series100 を参照。 
62 Delaware code 8DGCL-§217-（a）： http：//delcode.delaware.gov/title8/c001/sc07/ を参照。 
63 この慣行は、”holding the shares in street name” としても知られている。 
64 Securities Exchange Act Rule 14b-1： https：//www.law.cornell.edu/cfr/text/17/240.14b-1  を参照。 
65 Delaware code 8DGCL-§217-（b）： http：//delcode.delaware.gov/title8/c001/sc07/ を参照。 

https://www.sipc.org/for-investors/investors-with-multiple-accounts
https://www.sipc.org/about-sipc/statute-and-rules/series100
https://www.sipc.org/about-sipc/statute-and-rules/series100
http://delcode.delaware.gov/title8/c001/sc07/
https://www.law.cornell.edu/cfr/text/17/240.14b-1
http://delcode.delaware.gov/title8/c001/sc07/
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2.2 税務上の取扱 
 

一般的に、銀行と証券会社のジョイント・アカウントから生じる税務負担は、可能な限り公平

に口座名義人間で負担される。米国のジョイント・アカウントが関連する主な連邦税として

は、所得税、キャピタルゲイン税、贈与税、遺産税が挙げられる 66。それぞれについて、本

節で詳述する。 

 

2.2.1 所得税 
 

ジョイント・アカウントに生じる収入の種類は、一般的には利子収入と配当収入の 2 つであ

る。利子収入は、銀行口座からの受取利息と債券への投資からの受取利息が主なもので

ある。受取利息は、課税所得に応じた所得税率で課税される。配当収入は、米国では課税

所得に該当するものの、多くの場合、キャピタルゲイン税の税率で課税される 67。 

利息収入と配当収入は、米国内国歳入庁（Internal Revenue Service、以下「IRS」）の様

式 1099 を用いて、IRS と口座名義人の両方に報告される。証券会社、銀行、投資信託は、

利子収入と配当収入を IRS と口座名義人に報告する際に、この様式を利用しなければな

らない 68。 

但し、様式 1099 は、口座ごとに 1 人にしか発行されない。ジョイント・アカウントの場合、証

券会社は通常、主たる口座名義人または名前が最初に登録されている口座名義人に対し

て様式 1099 を発行する。なお、Custodianship、Guardianship の口座の場合には、主た

る口座名義人である未成年者または被後見人宛に送付される。 

夫婦でジョイント・アカウントを開設しており、共同で納税申告を行っている場合には、収入

は夫婦で合算されるため、様式 1099 を夫婦どちらが受け取っても問題とはならないが、当

該収入をジョイント・アカウントの口座名義人が各々納税申告をする場合には、主たる口座

名義人の対応が求められる。具体的には、証券会社から様式 1099 を受け取った主たる口

座名義人は、様式 1099 にジョイント・アカウントの口座名義人全員を記載し、他の口座名

義人の配当収入相当額を自らの配当収入から控除し、IRS へ提出するとともに、他の口座

名義人へも様式 1099 を送付することが義務付けられている 69。 

                                         
66 州税は各州で異なることから、本節では連邦税を中心に取り扱う。 
67 一定の条件（保有期間）を満たす Qualified dividend income に該当した場合、税率が軽減される。 
68 U.S. Department of the Treasury. Internal Revenue Service. （2019）. General Instructions for 
Certain Information Returns （Cat. No. 27976F）： https：//www.irs.gov/pub/irs-pdf/i1099gi.pdf を参照。 
69 U.S. Department of the Treasury. Internal Revenue Service. （2019）. General Instructions for 
Certain Information Returns （Cat. No. 27976F）： https：//www.irs.gov/pub/irs-pdf/i1099gi.pdf  （Section 
A： Who Must File） を参照。 

https://www.irs.gov/pub/irs-pdf/i1099gi.pdf
https://www.irs.gov/pub/irs-pdf/i1099gi.pdf
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なお、各口座名義人に帰属する収入は、ジョイント・アカウントのタイプと州法に基づいて決

定される 70。JTWROS と Tenants by the Entireties の口座では、収入は口座名義人間で

均等に分配される。Tenants in Common の口座の場合、各口座名義人の持分に比例して、

収入は帰属する。 

Community Property を導入している州の納税者にとって、Community Property からの

すべての収入は、それぞれの夫婦に等しい割合で分配される。夫婦それぞれが別に納税

申告書を提出する場合、Community Property からの収入は、Separate Property からの

収入と合算して申告することになる。 

Custodianship の口座では、口座資産から得られる収入は、未成年者の収入とみなされ、

未成年者への課税の枠組みが適用される。18 歳以降は、原則として成年者とみなされ、

課税される。なお、未成年者へ適用される税率および枠組みは、減税・雇用法（Tax Cuts 
and Jobs Act）の施行により変更されている。現在の枠組みでは、未成年者が

Custodianship の口座から得た 2,100 ドルを超える収入が課税対象額として、特定の税率

で課税される 71。 

Guardianship の口座の収入に適用される税率は、被後見人に適用される税率である。な

お、納税申告書を作成・提出する責任は後見人にある 72。 

 

 

 

 

  

                                         
70 U.S. Department of the Treasury. Internal Revenue Service. （2019）. Publication 550： Investment 
Income and Expenses. （Investment income > General Information > Joint Accounts）： https：
//www.irs.gov/publications/p550#en_US_2017_publink10009846 を参照。 
71 U.S. Department of the Treasury. Internal Revenue Service. （2018）. Publication 929. Tax Rules for 
Children and Dependents： https：//www.irs.gov/publications/p929 を参照。 
72 §81.34 Decree on filing instruments approving accounts, NEW YORK MENTAL HYGIENE LAW 
ARTICLE 81 PROCEEDINGS FOR THE APPOINTMENT OF A GUARDIAN FOR PERSONAL 
NEEDS OR PROPERTY MANAGEMENT： http：//www.nycourts.gov/ip/gfs/Article_81_Law_2008.pdf 
を参照。 

https://www.irs.gov/publications/p550#en_US_2017_publink10009846
https://www.irs.gov/publications/p550#en_US_2017_publink10009846
https://www.irs.gov/publications/p929
http://www.nycourts.gov/ip/gfs/Article_81_Law_2008.pdf
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図表 5： ケーススタディ– The Kiddie Tax（子ども税）73 
 
概要 ● Kiddie Tax は、原則として 18 歳未満の未成年者を対象としており、投資収

益や利子・配当収入などの不労収入を合計した課税対象額が、定められた

基準額を超えた場合に適用される。但し、基準額までは非課税となる。 
● 2018 年以前は、基準額を超えた部分は、両親の税率により課税されてい

たが、減税・雇用法の施行後は、基準額を超えた部分に対して、別の税率

が定められた。 
● Kiddie Tax の制度設計は、両親が子どもの低い税率を享受し、節税を行う

ことを防止することもその目的としている。 
 

歴史 ● Kiddie Tax は、1986 年に導入された。導入当初は、14 歳未満の未成年者

のみを対象としていた。14 歳未満の未成年者は法的に就労に従事すること

ができないため、その収入は、投資収益や配当収入などの不労収入に限定

されると考えられたためである。しかしながら、当時の制度設計では 14 歳

以上 18 歳未満の子どもへ贈与した後に資産を売却することで、両親は低

い税率を享受することが可能であった。そのため、年齢水準や基準額は都

度見直しが行われてきた。 
 

特徴 ● 2017 年の基準額（非課税枠）は 1,050 ドルに設定されていた。基準額を超

えた次の 1,050 ドル（累計 2,100 ドル）までは子どもの税率が適用された。

累計で 2,100 ドルを超えた部分へは、両親の税率（最高税率 39.6%）が適

用された。 
● 減税・雇用法の施行により、2018 年から 2025 年までの時限措置として、

Kiddie Tax も簡素化され、これまでは 2 段階に設定されていた基準額が

2,100 ドルに一本化された。これにより 2,100 ドルまでの不労収入が非課

税となり、2,100 ドルを超えた部分は、両親の税率ではなく、別の税率が設

けられた。 
● Kiddie Tax の対象とする年齢水準、基準額や税率 74は、両親が子どもの

低い税率を享受することを防止する目的で設計されている。 
● 対象とする年齢水準は、原則として 18 歳未満と定められているが、一定の

条件を満たせば 18 歳以上へも適用が認められる。例えば、18 歳で就労収

入がない、19 歳から 23 歳でフルタイムの学生であり一定水準以下の収入

しかない、などの条件が挙げられる。 

  

                                         
73 IRS Topic No. 553 Tax on a Child's Investment and Other Unearned Income （Kiddie Tax）： https：
//www.irs.gov/taxtopics/tc553 を参照。 
74 2018 年時点の Kiddie Tax の税率は、課税対象額が 9,150 ドルを超えるとその超過分は税率 35%、

12,500 ドルを超えるとその超過分は税率 37%で課税される。この税率を夫婦合算申告に当てはめると、税

率 35%は課税所得 400,000 ドル超、税率 37%は課税所得 600,000 ドル超の水準となる。このことから、

Kiddie Tax の設計と税率設定の考え方が垣間見える。 

https://www.irs.gov/taxtopics/tc553
https://www.irs.gov/taxtopics/tc553
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2.2.2 キャピタルゲイン税 

 

株式売却益のような資本利得（キャピタルゲイン）については、所得税よりも低い税率が適

用される。また、その税率は、有価証券の保有期間によっても異なってくる。 

 

短期資本利得 
短期の資本利得は、有価証券の保有期間が 1 年以内の場合に適用される。短期資本利

得に分類されると、軽減税率の恩恵を受けられず、通常の利得として税率が適用される。 

長期資本利得 

長期の資本利得は、有価証券の保有期間が 1 年を超える場合に適用される。2018 年時

点の長期キャピタルゲイン税率は、0%、15%、20%の 3 段階となっており、税率は基本的

には対象者の課税所得に応じて決まる。例えば、所得税の税率が 15%未満の場合には、

長期キャピタルゲイン税率は 0%となる。高額納税者の長期資本利得に対する税率は、所

得税率より最大 17%75低く設定されている。 

 

所得税と同様に、証券会社は様式 1099 をジョイント・アカウントの主たる口座名義人に送

り、主たる口座名義人は、同様に IRS と他の口座名義人へ送付する。JTWROS、Tenants 
by the Entireties、Community Property、Tenants in Common の口座の取扱いも、所得

税と同様である。 

Custodianship の口座では、資本利得は子どもの不労収入とみなされるため、所得税と同

様の取扱いとなる 76。Guardianship の口座では、被後見人に適用される税率をもとに、資

本利得への課税が算出される。 

 

2.2.3 贈与税 
 

譲渡する者がその対価を受け取らずに行う譲渡は、贈与とみなされ、贈与税が課税される。

米国では、原則として財産の贈与者が納税義務を負う。但し、受贈者側が贈与者に代わり

に税金を納めることに同意した場合など、受贈者側が納税を行うこともある 77。 

ジョイント・アカウントについては、ジョイント・アカウントの口座開設や、口座名義人の変更

などが生じた際に贈与税が課税されるわけではない。ジョイント・アカウントの口座に寄贈さ

                                         
75 2018 年時点。2018 年時点の課税所得に対する最高税率は 37%となっている。 
76 Publication 929 （2018）, Tax Rules for Children and Dependents： https：
//www.irs.gov/publications/p929 を参照。 
77 26 U.S. Code §2501.Imposition of tax： https：//www.law.cornell.edu/uscode/text/26/2501 を参照。 

https://www.irs.gov/publications/p929
https://www.irs.gov/publications/p929
https://www.law.cornell.edu/uscode/text/26/2501
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れた資金や有価証券などの資産が、当初の寄贈者の管理権限から完全に離れ、もはやそ

の管理権限を取り戻すことができなくなったときに、贈与とみなされる 78。実際には、寄贈

者とは異なる他の口座名義人がその利益のためにジョイント・アカウントから金銭を引き出

した時点で贈与とみなされる 79（但し、夫婦間の場合には、原則として当該贈与は課税対

象から控除される。以下の贈与税の控除項目を参照）。 

原則としてすべての贈与は課税の対象であり、「課税贈与額」とみなされるが、贈与税の計

算に際して、「課税贈与額」の控除項目が設けられている。主な控除項目として次のような

ものが挙げられる。 
 
 基礎控除（年間）の範囲内の贈与 80：連邦贈与税は、贈与した資産の合計額が基

礎控除（年間）の範囲に収まる場合には、贈与税は課税されない。2018 年時点で

は、この基礎控除は贈与者 1 人あたり 15,000 ドルに設定されており、15,000 ドル

を超えない贈与は、「贈与課税額」の対象から控除することができる。 

 配偶者への贈与 81：配偶者が米国市民でない場合を除き、婚姻関係にある配偶者

への贈与や遺贈は、無制限に控除することができる。 

 第三者のための教育費および医療費の支払い 82：贈与者が受贈者に代わり、教育

機関や医療機関に直接支払いを行った教育費・医療費は、無制限に控除すること

ができる。 

さらに、贈与へは生涯控除を適用することができる。米国では、贈与税（Gift Tax）と後述す

る遺産税（Estate Tax）が、財産移転に伴う税制（Unified Transfer Tax System）を構成し

ており、その控除枠として、生涯控除（Unified Transfer Tax Credit または Lifetime 
Exclusion）が設けられている。 

生涯控除は、現在、独身で 11.4 百万ドル、夫婦で 22.8 百万ドルの控除が設定 83/84されて

おり、基礎控除を超えて行われた贈与が、この生涯控除を費消していく。例えば、ある特定

の年に、母親が子どもに 27,000 ドルを贈与したとする。15,000 ドルは基礎控除の範囲内

として控除され、残りの 12,000 ドルの贈与につき、母親は生涯控除の適用を選択できる

（適用を選択しない場合には、12,000 ドルが「課税贈与額」となり、贈与税が課税される）。 
                                         
78 26 U.S. Code § 25.2511-2（b）： https：//www.law.cornell.edu/cfr/text/26/25.2511-2 を参照。 
79 485 F.2d 606 United States Court of Claims. Nellie J. LEWIS （formerly Nellie J. Barni） v. The 
UNITED STATES. No. 238-70. 
80 26 U.S. Code § 2503： https：//www.law.cornell.edu/uscode/text/26/2503 を参照。 
81 26 U.S. Code § 2523（b）： https：//www.law.cornell.edu/uscode/text/26/2523 を参照。 
82 26 CFR § 25.2503-6 - Exclusion for certain qualified transfer for tuition or medical expenses： https：
//www.law.cornell.edu/cfr/text/26/25.2503-6 を参照。 
83 26 U.S. Code § 2010（c）： https：//www.law.cornell.edu/uscode/text/26/2010 を参照。 
84 2017 年までは、約 5 百万ドルの水準に設定されていたが、減税・雇用法の施行に伴い、2018 年～2025
年の間の時限措置として生涯控除が大きく引き上げられている。なお、生涯控除の水準は、税法で定めた基

準額をもとに、インフレを加味して決まる。 
 

https://www.law.cornell.edu/cfr/text/26/25.2511-2
https://www.law.cornell.edu/uscode/text/26/2503
https://www.law.cornell.edu/uscode/text/26/2523
https://www.law.cornell.edu/cfr/text/26/25.2503-6
https://www.law.cornell.edu/cfr/text/26/25.2503-6
https://www.law.cornell.edu/uscode/text/26/2010
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生涯控除を適用する際には、贈与税と遺産税の統一された控除の枠組みであることを考

慮する必要がある。つまり、贈与税の基礎控除の超過分に、生涯控除を適用した場合、遺

産税の生涯控除を同時に費消していることになる。したがって、先程の例では、12,000 ド

ルは、母親の死亡時に受ける遺贈に適用される生涯控除の枠を 12,000 ドル分減少させる

ことになる。 

上述の通り、配偶者への財産の移転は、すべて「課税贈与額」とはみなされない。したがっ

て、配偶者との間で開設したジョイント・アカウントからの引き出しは、贈与税の対象とはな

らない。但し、当然ながら配偶者以外とのジョイント・アカウントを開設した場合には、課税

贈与額の発生可能性を伴うこととなる。 

なお、何を贈与とみなすかは、州法および財産移転の状況によって異なってくる。また、贈

与は、口座名義人が口座から資金を引き出すことによって惹起されることに留意する必要

がある。 

 
2.2.4 遺産税 
 

遺産税は死亡時の財産の移転に対して課税される。遺産税の仕組みを概観すると、被相

続人が死亡時に所有していた、または持分を有していたすべての財産が対象となり、公正

な市場価格で評価して、「総遺産額」を決定する。 

「総遺産額」を決定した後、「課税遺産額」の計算にあたっては、一定の控除と調整が認め

られている。主な控除項目 85としては、譲渡抵当等の債務額、遺産管理費用、葬儀費用、

配偶者控除などが挙げられる。 

上述にて計算された「課税遺産額」には、遺産税の税額控除が適用され、生涯控除もここ

に含まれる。例えば、「課税遺産額」を 12.4 百万ドルとしたときに、被相続人の生存期間中

に利用した生涯控除が 10.0 百万ドル（生涯控除は、2019 年時点で 11.4 百万ドル）であっ

た場合、「課税遺産額」から控除可能な生涯控除は 1.4 百万ドルとなる。 

遺産の構成が単純な場合には、遺産税申告書の提出は不要となることもある。例えば、現

金のみ、市場で取引されている有価証券のみで構成されている場合などが該当する。但し、

資産構成に関わらず、複数資産から遺産が成り立つ、特別な控除が必要、共同で保有して

いる財産がある、生涯控除を超えている、などの場合は、申告が義務付けられている。 

ジョイント・アカウントは富裕層向けの相続方法ではないものの、財産の迅速な移転を可能

にするため、世代間での財産移転に利用されることもある。特に、その財産が生涯控除の

範囲内にとどまる富裕層以外の多くの人々に当てはまるといえる。これまで見てきたように、

JTWROS は、プロベートを経ずに財産を迅速かつ効率的に移転することを可能にしている。

なお、配偶者との JTWROS においては、生存している配偶者は、他方の配偶者の死亡後

                                         
85 Estate Tax： https：//www.irs.gov/businesses/small-businesses-self-employed/estate-tax を参照。 

https://www.irs.gov/businesses/small-businesses-self-employed/estate-tax
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にその口座の完全な所有権を有することとなるものの、この生存している配偶者が死亡し

た際には、遺産の規模によっては、遺産税を惹起する可能性がある 86。 

なお、生存している配偶者が、ジョイント・アカウント（銀行口座や証券口座を含む）を引き継

ぐ権利の放棄を選択することができる。この場合、権利放棄された財産とその権利は相続

対象（検認財産）となり、プロベートを経て遺族へ相続（分配）される。 

 
図表 6： ケーススタディ– Louis J. KRAKOFF の裁判例 87 
 
概要 ● エイブラハム・クラコフはオハイオ州で遺言を残し死去した。彼は死亡当時、

妻のアンナ・クラコフと幾つかの銀行口座と証券口座を保有しており、すべ

て JTWROS としてアンナと共有していた。エイブラハムの遺族は、アンナと

その 4 人の成人した子どもたちであった。エイブラハムは、その全財産をア

ンナへ遺贈する旨の遺言を残していた。 
● アンナは、エイブラハムの遺言を放棄し、また、JTWROS として保有してい

る銀行口座、証券口座も放棄した。 
● この放棄の結果、JTWROS として保有していた資産は、検認財産としてプ

ロベートを経ることとなり、4 人の成人した子どもは、計 82,046.29 ドルを受

け取った 88。 
● IRS は、JTWROS の口座の放棄は、実態的にはアンナからの贈与である

と主張し、財産の移転に対する贈与税 4,173.68 ドルをアンナへ課税した。 
● その後、アンナが死亡し、その子どもであるルイスがアンナの遺産執行人と

なり、4,173.68 ドルの返還を求めて起訴した。 

判決 ● オハイオ州南部地区の連邦地方裁判所は、この返還請求を認めなかった。 
● 裁判所は、オハイオ州法の遺言制度では JTWROS の口座の放棄を規定

しておらず、またアンナは実態的に口座の共同所有者であったことをその判

決の背景として挙げている。 
● 実際に、アンナはエイブラハムとの JTWROS の口座の開設に際して、口座

のサインカードに署名し、株式配当の小切手も受領していた。 

 

  

                                         
86 2011 年 1 月 1 日以降、生存している配偶者の死亡時に、既に亡くなっている他方の配偶者の未使用の

生涯控除を利用することが認められた。但し、適用にあたっては、既に亡くなっている他方の配偶者の遺産税

の申告が遅滞なくタイムリーに行われていることが前提となる。 
87 Krakoff v. U.S. – United States District Court, S.D. Ohio, Eastern Division.May 14, 197028 Ohio 
Misc. 22313 F.Supp. 108926 A.F.T.R.2d 70-6067 
88 この放棄は JTWROS として保有する資産の遺贈にあたり、エイブラムの遺産税の生涯控除を活用しよう

とする意図があったとされている。なお、この判例は 1970 年のものであり、現在の法令や制度とは異なる。 
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図表 7： ケーススタディ– Generation Skipping Tax 
 
概要 ● 米国の Generation Skipping Tax（以下「GST」）は、世代を飛び越えた財

産の移転を行う場合を対象とした課税である。 
● 世代間の課税の公平性をその目的の 1 つとしている。 
● 財産移転に伴う税制を構成する税制の 1 つである。 

歴史 ● GST は 1976 年に導入され、その控除枠と要件は、度々見直されてきた。

現在の控除枠は、減税・雇用法の施行により、時限措置（2018 年から

2025 年まで）が適用され大きく引き上げられている。 
 

特徴 ● GST は、控除枠を超過した部分のみに適用される課税である。血縁関係に

ない場合は 37.5 歳以上年齢の離れた若い第三者へ、もしくは血縁関係に

ある場合は孫のように一世代を飛び越して、財産の移転を行う場合に適用

される。 
● 上述の趣旨から、財産移転に伴う税制である Unified Transfer Tax 

System を構成する 3 つの税制の 1 つと位置付けられている（他の 2 つ

は、贈与税と遺産税）。但し、贈与税や遺産税を代替する税制ではない。 
● GST は、世代間の課税の公平性および世代を飛び越えた課税逃れの防止

をその目的としているものの、同時に、公平性を確保する観点から、生涯控

除とは別の控除枠が設けられている。 
● GST の控除枠は、その趣旨から基本的には生涯控除と同額に設定されて

おり、生涯控除と同様に、減税・雇用法の施行を受けて、現在は、11.4 百万

ドルに設定されている。 
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2.2.5 ジョイント・アカウントのタイプ別の税務概観 
 

図表 8：ジョイント・アカウントのタイプ別の税務概観 

 所得税 キャピタルゲイン税 贈与税 遺産税 

JTWROS 利子収入・配当収

入は、口座名義人

間で均等に分配さ

れ、課税される。 

資本利得は、口座

名義人間で均等に

分配され、課税され

る。 
 

配偶者への資産移

転は課税対象外。

それ以外は、基礎

控除・生涯控除を超

過した分が課税さ

れる。 

配偶者への資産移

転は課税対象外。 
課税遺産額から生

涯控除を控除した

後に課税される。 

Tenants in 
Common 

利子収入・配当収

入は、口座名義人

それぞれの口座持

分に比例して分配さ

れ、課税される。 

資本利得は、口座

名義人それぞれの

口座持分に比例し

て分配され、課税さ

れる。 

配偶者への資産移

転は課税対象外。

それ以外は、基礎

控除・生涯控除を超

過した分が課税さ

れる。 

配偶者への資産移

転は課税対象外。 
課税遺産額から生

涯控除を控除した

後に課税される。 

Tenants by 
the Entireties 

利子収入・配当収

入は、夫婦で均等

に分配され、課税さ

れる。 
（合算申告の場合

は分配の必要なし） 

資本利得は、夫婦

間で均等に分配さ

れ、課税される。 
（合算申告の場合

は分配の必要なし） 

配偶者への資産移

転は課税対象外。 
配偶者への資産移

転は課税対象外。 

Community 
Property 

利子収入・配当収

入は、夫婦で均等

に分配され、課税さ

れる。 
（合算申告の場合

は分配の必要なし） 

資本利得は、夫婦

間で均等に分配さ

れ、課税される。 
（合算申告の場合

は分配の必要なし） 

配偶者への資産移

転は課税対象外。 
配偶者への資産移

転は課税対象外。 

Custodianship 利子収入・配当収

入は、未成年者の

不労収入として扱わ

れ、課税される。 

資本利得は、未成

年者の不労収入と

して扱われ、課税さ

れる。 

基礎控除・生涯控

除を超過した分が

課税される。 

課税遺産額から生

涯控除を控除した

後に課税される。 

Guardianship 被後見人の課税所

得として課税され

る。 

被後見人の資本利

得として課税され

る。 

原則として裁判所の

事前承認が必要。 
配偶者への資産移

転は課税対象外。

それ以外は、基礎

控除・生涯控除を超

過した分が課税さ

れる。 

配偶者への資産移

転は課税対象外。 
課税遺産額から生

涯控除を控除した

後に課税される。 
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3 証券ジョイント・アカウントの統計分析 
 

3 章では、証券ジョイント・アカウントに関する統計データを用いて、その傾向や実態につい

て分析する。 

具体的には、まずは、証券ジョイント・アカウントの家計金融資産（現金等の除く）に占める

割合、および個人向けの証券口座に占める割合を分析することで、証券ジョイント・アカウ

ントの普及状況を把握する。 

次に、証券ジョイント・アカウントのそれぞれのタイプ別が証券ジョイント・アカウントの中で

占める割合を分析することで、最も活用されている証券ジョイント・アカウントのタイプを特

定する。 

最後に、証券ジョイント・アカウント内の保有資産内訳、年齢構成、口座名義人間の関係性

を分析することで、その実態を確認する。 

なお、統計分析にあたっては、公開情報や独自に収集した調査データ 89をもとに、クラスタ

ー・サンプリングを用いて推計を行うとともに、独自に収集した調査データを母集団としたデ

ータの内訳や属性の分析を行っている。 

 

 

  

                                         
89 証券口座や顧客属性に関するデータを独自に収集。これらのデータが内包する資産の総額は、米国の家

計金融資産（現預金等を除く）の 10%程度に相当する。 
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3.1 証券ジョイント・アカウントの残高推計 
 

証券ジョイント・アカウントの総資産をクラスター・サンプリングにて分析した結果、家計金融

資産（現金等を除く）*1のうち、ジョイント・アカウントが保有する金融資産は 5.5 兆ドル

（18%）と推計される。個人口座が有する金融資産残高が 10.0 兆ドルであることを鑑みると、

ジョイント・アカウントの残高は、その半分超の水準に達しており、米国で広く普及している

ことが伺える。 

 

グラフ 1：証券口座種類別の口座資産残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［推計方法］ 

① 家計金融資産残高（現預金等を除く）の公表データに基づき、年金資産とその他資産に分類。 
② 証券会社をチャネル別に 5 つのクラスターにグループ化 90し、各クラスターからデータを無作為に

サンプリング。 
③ その他資産残高（①）とサンプリング（②）をもとに、ジョイント・アカウントの資産残高を推計。 

  

                                         
90 分析にあたっては、チャネルを次の 5 つに分類。Other National and Independent B/D には、National 
and Regional B/D、Independent B/D （IBD）、Insurance B/D の 3 つが含まれる。Registered Independent 
Advisor には、RIA、Hybrid RIA の 2 つが含まれる。Bank-Owned Brokerage には、Retail Bank B/D、

Private Bank の 2 つが含まれる。それぞれのチャネルの特徴や該当する企業例は、付録 1 を参照。 

①米国の家計金融資産残高*1 
（兆ドル、2017 年） 

②チャネル別のその他資産占率 
（%、2017 年） 

*1： 保険・年金・定型保証、銀行預金は除く。 
（出典） Cerulli Associates, Meridian IQ, Investment Company Institute, Insured Retirement Institute, VARDS, Strategic Insight/SIMFUND, 

Investment News, Judy Diamond, Department of Labor, PLANSPONSOR, S&P Capital IQ MMD, Financial Planning, Financial Advisor 
Magazine, Investment Advisor Magazine, Investment Management & Wealth Institute, WealthManagement.com, Financial Planning 
Association 

③口座種類別の資産残高 
（兆ドル、2017 年） 
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3.2 個人向け証券口座に占めるジョイント・アカウントの割合 
 

個人が選択可能な証券口座に占めるジョイント・アカウントの割合を推計した。米国では、

退職貯蓄や教育資金積立の口座は、個人口座であることが義務付けられており、ジョイン

ト・アカウントとしての選択権が与えられていない。また、企業や特定の目的に使われる口

座もある。これらの個人が口座開設時に選択権のない口座を除き、ジョイント・アカウントが

占める割合を推計したところ、資産残高は 36%、口座数は 32%を占めることが推計され、

米国において広く普及していることがこの分析結果からも伺える。 

 

グラフ 2：個人向け証券口座に占めるジョイント・アカウントの残高／口座件数の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

口座数*1に占めるジョイントのアカウントの占率 

口座残高*1に占めるジョイントのアカウントの占率 

Individual Accounts 

Joint Accounts 

Individual Accounts 

Joint Accounts 

*1： 個人が選択権のある中で開設している口座を母集団としている。 
（米国では、退職貯蓄や教育資金積立の口座は、個人口座（individual account）であることが義務付けられており、ジョイント・

アカウントは選べないことから、退職貯蓄と教育資金積立などは母集団から除外） 
 
（出典） Cerulli Associates, Meridian IQ, Investment Company Institute, Insured Retirement Institute, VARDS, Strategic Insight/SIMFUND, 

Investment News, Judy Diamond, Department of Labor, PLANSPONSOR, S&P Capital IQ MMD, Financial Planning, Financial Advisor 
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3.3 証券ジョイント・アカウントのタイプ別の残高/口座件数 
 

証券ジョイント・アカウントの資産残高と各クラスターから抽出したデータをもとに、アカウン

ト・タイプ別の資産残高を算出し、その結果を各クラスターが有する口座の割合で加重する

ことでタイプ別の残高の占率を推計した（口座数も同様に推計）。この推計結果からは、ジョ

イント・アカウントの口座のタイプは、その特徴により幾つかに分かれるものの、JTWROS
が資産残高の 82%、口座数の 77%を占めていることから、米国で最も普及しているジョイ

ント・アカウントのタイプは、JTWROS であることが伺える。 

 

グラフ 3：証券ジョイント・アカウントのタイプ別の残高／口座件数の占率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

口座種類別の口座数 
（百万口座、2017 年） 

ジョイント・アカウントのタイプ別の占率 
（%、2017 年） 

口座種類別の残高 
（兆ドル、2017 年） 

ジョイント・アカウントのタイプ別の占率 
（%、2017 年） 

（出典） IRS, Cerulli Associates, Meridian IQ, Investment Company Institute, Insured Retirement Institute, VARDS, Strategic Insight/SIMFUND, 
Investment News, Judy Diamond, Department of Labor, PLANSPONSOR, S&P Capital IQ MMD, Financial Planning, Financial Advisor 
Magazine, Investment Advisor Magazine, Investment Management & Wealth Institute, WealthManagement.com, Financial Planning 
Association 
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3.4 証券ジョイント・アカウント内の保有資産の内訳 
 

独自の調査データを母集団として、各口座で保有する資産の内訳を分析した。その結果、

証券ジョイント・アカウント内の保有資産の分布は、個人口座と近しい資産構成になってお

り、また、資産配分が投資信託 31%、株式 28%となっていることから、資産形成に積極的

に用いられていることが伺える。 

 

グラフ 4：証券口座種類別の保有資産の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

*1： 現金等同等物には、預り金や MMF などを含む。 
 

保有資産の占率 
（%） 
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3.5 証券ジョイント・アカウントの年齢構成 
 

独自の調査データを母集団として、ジョイント・アカウントの主たる口座名義人 91の年齢構

成を分析した。その結果からは、ジョイント・アカウントに Custodianship（未成年が主たる

口座名義人）が含まれることから、ジョイント・アカウントの年齢分布には二つの山がみられ

た。また、個人口座の平均年齢 58 歳であるのに対して、ジョイント・アカウントの平均年齢

は 54 歳とやや平均年齢が低く出ているが、Custodianship が平均年齢を引き下げる要因

となっていることが挙げられる。 

 

グラフ 5：証券ジョイント・アカウントと証券個人口座の年齢構成の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                         
91 証券ジョイント・アカウントの主たる口座名義人とは、証券会社の主たる口座名義人（1 人）として登録され

ている者を指す。 
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3.6 証券ジョイント・アカウントの口座名義人間の関係性 
 

独自の調査データを母集団として、ジョイント・アカウントの口座名義人間の関係性を分析

した。なお、分析にあたっては、口座名義人の関係性を、①夫婦間、②親子間 A（親の年齢

は 21 歳以上、子どもの年齢は 21 歳未満）、③親子間 B（親の年齢が 60 歳以上、子ども

の年齢が 25 歳以上 60 歳未満）、④その他、の 4 つのカテゴリーへ分類 92した。 

この分析結果からは、ジョイント・アカウントの 64.5%は夫婦の名義であることが伺える。こ

の結果を裏付けるかのように、ファイナンシャル・アドバイザーへのインタビューにおいても、

ジョイント・アカウントの主な用途・開設目的は、日常生活における利便性のため、との回答

が得られたことから、夫婦間での資産形成を目的にジョイント・アカウントを開設しているこ

とが分かる。また、親子間での口座の活用も、約 30%（20.1%＋10.7%）が見られることか

ら、Guardianship が一部含まれてはいるものの、次世代の資産形成や資産移転を目的に

開設した口座も一定数あることが伺える。 

 

グラフ 6：証券ジョイント・アカウントの口座名義人間の関係性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                         
92 子どもの年齢が 21 歳から 24 歳の間が抜けているが、これはサンプルとなるデータ数が少なかったため、

分析から除外したことによる。 
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4 ジョイント・アカウントの実務 
 

4 章では、米国の主要ウェルスマネジメント会社や証券会社の実務手続きにおける、ジョイ

ント・アカウントに特徴的な手続きについて概観する。 

 

4.1 口座の開設・移管手続きなどの概要 
 

証券ジョイント・アカウントの口座開設手続きは、基本的には個人向けの証券口座の開設

手続きとなんら変わらず、証券会社は、定型的な口座開設様式 93と契約書面を備えている。

但し、ジョイント・アカウントの場合には、口座名義人と証券会社との間の契約書面は、その

口座を共有するすべての口座名義人に適用される。 

ある証券会社から別の証券会社へ口座を移す手続きは、個人口座とジョイント・アカウント

では基本的には変わらない。なお、口座移管手続きについては、SEC が投資家向けにガ

イドライン 94を提示している。 

ジョイント・アカウントは、その口座の持分関係から個人向け口座への転換はできないため、

個人向け口座への転換を希望するジョイント・アカウントの口座名義人がいる場合には、証

券会社は基本的には新たな口座開設を推奨している。なお、Custodianship や

Guardianship の口座は、個人向け口座への転換が可能である。但し、Guardianship につ

いては、裁判所の承認が必要となる。 

また、JTWROS、Tenants by the Entireties、Community Property の口座では、口座名

義人の追加・削除もその性質上行うことができない。Tenants in Common の口座のみ、そ

の持分の譲渡を受け、口座名義人となることができる。 

なお、ジョイント・アカウントの口座名義人すべてが同意すれば、ジョイント・アカウントは解

消することができる。その場合、口座内の資金・資産は、口座名義人間で分配され、各個人

は、各々が口座を開くことを選択することができる。 

ジョイント・アカウントは、すべての口座名義人が管理権限を有しており、各口座名義人に

資金を引き出す権限や取引権限が与えられている。しかし、実際には、明らかにすべての

口座名義人の利益とはならないような活動とみなされる場合には、証券会社が取引を制限

することもあるようだ。例えば、証券会社では、ジョイント・アカウントからの説明のつかない

                                         
93 米金融取引業規制機構（Financial Industry Regulatory Authority）は、口座開設様式のテンプレートを提

供している。テンプレートは付録 2 に掲載：http：//www.finra.org/industry/new-account-application-
template を参照。 
94 SEC, Investor Publications,Transferring your Brokerage Account: Tips on Avoiding Delays：https：
//www.sec.gov/reportspubs/investor-publications/investorpubsacctxferhtm.html を参照。 
 
 

http://www.finra.org/industry/new-account-application-template
http://www.finra.org/industry/new-account-application-template
https://www.sec.gov/reportspubs/investor-publications/investorpubsacctxferhtm.html
https://www.sec.gov/reportspubs/investor-publications/investorpubsacctxferhtm.html
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大量の資金引き出しを遅らせる、他の口座名義人に注意喚起する、などの対応を行うこと

がある。 

また、口座名義人の一人が死亡した場合、証券会社は、一時的に口座の取引活動を制限

し、顧客に対し、被相続人の氏名を口座から削除するために必要な手続を完了するよう推

奨することもある。 

 

4.2 データマネジメント 
 

ジョイント・アカウントのデータマネジメントも、個人向け口座と基本的には同じである。 

口座開設後、各顧客は、自分の口座にアクセスする権限とパスワードを付与される。個人

向け口座の場合は、1 口座につき、1 アクセス権が付与されるが、ジョイント・アカウントの

場合は、口座名義人の数に応じたアクセス権が付与されるのが特徴といえる。 

なお、ジョイント・アカウントのデータベース運用においては、1 口座＝１顧客ではないことか

ら、一般的に 2 つの異なるデータベースが必要となる。顧客情報を持つデータベースと口

座情報を持つデータベースである。基本的な情報は口座開設時に収集され、定期的に更

新される。 

 

4.3 本人確認とマネー・ローンダリング対策 
 

ジョイント・アカウントの本人確認（Know Your Customer、以下「KYC」）、マネー・ローンダ

リング対策（Anti-Money Laundering、以下「AML」）に関する手続きは、口座名義人全員

の KYC 手続きを実施する必要があるものの、そのプロセス自体は個人口座と同じである。 

典型的な KYC 手続きは、5 つのプロセスから構成されている。すなわち、顧客受入、顧客

管理（Customer Due Diligence）、（必要に応じた）より厳格な顧客管理（Enhanced Due 
Diligence）、スクリーニング、並びにその他顧客調査の 5 つである。 

各プロセスの目的は、顧客に関する基本的な情報を収集しつつ、顧客の状況を確認するこ

とである。具体的には、顧客が誰で、どのような人物か、どのような取引目的を有している

のか、金融活動（資金・取引の流れ）はどうなっているのか、の情報を収集し、それらの情

報をもとに、関連するすべてのリスクを識別することである。 

金融機関の顧客担当者が、基本的には顧客情報の管理、更新およびモニタリングの責任

を負う。KYC 全体の信頼性を維持するためには、タイムリーな情報の更新が不可欠であり、

そのためには顧客に対して定期的に行う継続的顧客管理が必要である。 
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4.4 その他の実務（取引報告・証拠金の取扱い、高齢顧客への対応） 
 

取引報告書の取扱い 

証券ジョイント・アカウントの取引報告書は、基本的には主たる口座名義人に送付される。

しかし、多くの証券会社では、要求があれば、他の口座名義人に追加の取引報告書を送付

している。加えて、多くの証券会社では、オンラインでの取引報告書の確認が可能となって

いる。 

 

証拠金の取扱い 

証券ジョイント・アカウントで、追加証拠金の差し入れが発生した場合、その原因となった取

引を行った口座名義人にかかわらず、すべての口座名義人が、追加証拠金の支払いにつ

いて連帯して責任を負う。 

 

高齢顧客への対応 

証券ジョイント・アカウントについての考察とはやや異なる観点ではあるが、ベビーブーム世

代が急速に高齢化するなど、米国の人口構成が大きく変化しつつある中で、シニア世代を

狙った詐欺や金銭的搾取が米国でも深刻な問題となっている。 

米金融取引業規制機構（Financial Industry Regulatory Authority、以下「FINRA」）では、

この問題を認識し、積極的にシニア世代への啓発・保護に取り組んでいる 95。その一例とし

て、FINRA が 2017 年 3 月に導入した規則 216596が挙げられる。これは、高齢顧客が行

おうとしている取引内容を合理的に疑う理由がある場合、証券会社は口座からの資金出納

や証券の売却を一時的に停止することができることを定めた規則であり、65 歳以上の投資

者または判断能力が不十分とみなされる投資者に適用される。 

また、FINRA は、顧客口座情報に関する規則 451297も同様の観点から改正した。改正後

の規則では、証券会社は口座開設時に「信頼できる連絡先のうち、顧客の口座について連

絡を受ける可能性のある者の氏名および連絡先（18 歳以上）」を取得するための対応を課

しており、各証券会社は、口座開設様式に「Trusted Contact」の欄を設けている。証券会

社は、口座開設時に、「Trusted Contact」の記入を顧客へ促すとともに、顧客情報更新時

の情報取得に努めている。詐欺や金銭的搾取の懸念がある場合には、取引内容なども含

                                         
95 Protecting Seniors From Financial Exploitation： http：//www.finra.org/investors/highlights/protecting-
seniors-financial-exploitation と http：//www.finra.org/industry/senior-investors を参照。 
96 Regulatory Notice 17-11, Financial Exploitation of Seniors： http：
//www.finra.org/sites/default/files/Regulatory-Notice-17-11.pdf を参照。 
97 FINRA Manual： 4512. Customer Account Information： http：
//finra.complinet.com/en/display/display_main.html?rbid=2403&element_id=9958 を参照。 

http://www.finra.org/investors/highlights/protecting-seniors-financial-exploitation
http://www.finra.org/investors/highlights/protecting-seniors-financial-exploitation
http://www.finra.org/industry/senior-investors
http://www.finra.org/sites/default/files/Regulatory-Notice-17-11.pdf
http://www.finra.org/sites/default/files/Regulatory-Notice-17-11.pdf
http://finra.complinet.com/en/display/display_main.html?rbid=2403&element_id=9958
http://finra.complinet.com/en/display/display_main.html?rbid=2403&element_id=9958
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めた情報が証券会社から「Trusted Contact」へ共有される。なお、「Trusted Contact」は、

顧客にとっては任意記入項目である。証券会社は記入を促すものの、記入しなければ口座

を開設できないというものではないため、記入するか否かの判断は顧客に委ねられている。 
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5 米国ジョイント・アカウント制度の日本への示唆等 
 

5 章では、日本の金融サービス業界が直面している高齢化の課題・リスクの概要に触れる

とともに、米国における証券ジョイント・アカウントの制度を踏まえて、日本の金融サービス

多様化に向けた活用と論点を確認する。 

 

5.1 米国ジョイント・アカウント制度からの示唆 
 

日本の金融サービス業界は、高齢化のリスクに直面している。金融庁が検討をすすめてい

る『高齢社会における金融サービスのあり方 98』の『中間的なとりまとめ』では、高齢化の課

題として、長寿化の進展、金融資産の伸び悩み、資産の高齢化（家計金融資産の約 3 分

の 2 を 60 歳以上の世帯が保有する等）、などが挙げられている。 

リスクとしては、2035 年には有価証券保有者のうち 70 歳以上の割合が 50%となり、65 歳

以上の認知症患者の割合も最大で 3 人に 1 人となる可能性が示され、その結果、有価証

券全体のうち、最大で 15%を認知症患者が保有する可能性を示唆している。加えて、認知

能力・判断能力の低下等に伴い、資産構成を状況に応じて効果的に変更できなくなる家計

の資産構成の硬直化、などが挙げられている。 

これらの課題・リスク分析をもとに様々な検討がなされており、その中では、長生きへの備

えと資産継承などに対応すべく金融サービスの多様化の必要性が示されている。 

また、今後の長寿化の進展および公的年金の所得代替率が低下していくことを想定すると、

老後資金として蓄積すべき資産は若年層ほど増加してくることが見込まれている。このこと

を踏まえれば、世代間の資産移転を促し、早期から若年層の資産形成を支える仕組みの

重要性が増してくることは想像に難くない。 

ここまでの米国の証券ジョイント・アカウントに関する考察から日本への証券ジョイント・アカ

ウント導入により、親子間で共有することによる家計金融資産の硬直化の防止（資産の有

効活用）や次世代への資産移転の促進へ向けた活用、また家族間（夫婦・親子間）で共有

することにより日常的かつ柔軟な投資手段としての活用（証券市場へアクセスする層の拡

大や活性化）が見込まれる。 

また、日本での導入を検討する際には、より高齢社会の金融サービスに沿った設計にする

ことも考えられる。例えば、親子間での証券ジョイント・アカウント開設に際して、親世代が

高齢の場合には、その資産を詐欺・金銭的搾取から保護する観点などが挙げられる。具体

的には、まず、親子間のジョイント・アカウントを開設することで、親、子どもの双方が口座

へのアクセス権を有することから、相互に状況を確認できる。また、口座開設に際して、

                                         
98 金融庁、高齢社会における金融サービスのあり方： https：
//www.fsa.go.jp/policy/koureisyakai/koureishakai.html を参照。 

https://www.fsa.go.jp/policy/koureisyakai/koureishakai.html
https://www.fsa.go.jp/policy/koureisyakai/koureishakai.html
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FINRA の規則 2165 を参考にし、高齢顧客が行おうとしている取引内容を疑う合理的な理

由がある場合、証券会社が取引を一時的に停止することができる措置の導入を検討すると

ともに、FINRA の規則 4512 の Trusted Contact の考え方を参考に、口座を共有する名義

人（子）へ連絡する仕組みを実務面で導入することで、高齢顧客（親）を詐欺・金銭的搾取

から守る、などの活用も視野に入れることができる。 

上述の通り、日本における証券ジョイント・アカウントの活用は、高齢社会における金融サ

ービスの多様化の方策の一つとして検討に値すると思われる。当然ながら、ジョイント・アカ

ウントは米国の制度のもとで成り立つ仕組みであり、金融サービスの多様化の一環として、

日本への導入を検討するにあたっては、目的に沿った関連法令等の見直しが必要となる

可能性がある。次節以降では、関連すると思われる法制度における論点を確認する。 

 

5.2 民法における論点 
 

民法では、共有物、相続についての基本的な考え方を規定しているものの、様々な判例に

基づく解釈や見解がある。そのため、本節では民法の解釈や見解についての法的な論点

ではなく、米国ジョイント・アカウント制度と比較した際の制度の違いに着目する。 

米国で最も普及している JTWROS と現行の民法を比較した際に、その最も大きな違いは、

「生存者権」の有無にあるといえる。 

米国では、一方の共有者死亡時に、他方の共有者がその持分を引き継ぐ「生存者権」が認

められている。また、生存者権が付されたジョイント・アカウントを開設し資産を形成する行

為は、一方の口座名義人の死亡時にその持分を他方の口座名義人へ移転することを前提

としている。その前提から口座名義人は、その口座持分を遺言により譲渡することは認め

られていない。また、プロベートを経ずに生存者権を有する口座名義人へ財産が移転する

ため、相続（検認）手続きの対象外となる。 

これまで見てきたように、米国でジョイント・アカウントを利用する利点は、日常的な共有の

利便性に加えて、「生存者権」によってプロベートを経ずに（非検認財産として）財産の移転

ができることが挙げられる。そのため、ジョイント・アカウント制度を日本に導入するにあたっ

ては、この「生存者権」の取扱いが論点となる可能性がある。 

 

5.3 税法における論点 
 

米国のジョイント・アカウントにおける税制と日本の税制との比較にあたっては、資産の世

代間移転や資産形成の観点から、贈与税と遺産税に着目する。 
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贈与税については、米国のジョイント・アカウント制度に関連する税制の主な特徴として、口

座内の金銭を引き出したタイミングを贈与とみなすこと、配偶者控除の制限がないこと、受

贈者ではなく贈与者が贈与税を負担すること、が挙げられる。 

遺産税については、11.4 百万ドル（2019 年時点）の個人毎の生涯控除が設けられている

こと、配偶者控除の制限がないこと、がその主な特徴として挙げられる。対象となる財産は、

被相続人が死亡時に所有していた、または持分を有していたすべての財産である。「生存

者権」は、プロベートを経ずに財産移転を可能とはするものの、すべての財産移転は遺産

税の計算対象となる。相続財産から納税する考え方は、日米ともに変わらないものの、日

本の基礎控除は一定金額に定められているのに対して、米国では 2 章で詳述した通り、遺

贈する側が有する生涯控除（贈与税と遺産税の統一された控除の枠組み）を超えた金額が

課税される。 

上述のように、税制における日米の様々な違いはあるものの、その最たる違いは、日本の

相続税と米国の遺産税における控除の金額設定にあるといえる。日本の基礎控除が

3,000 万円＋法定相続人×600 万円であるのに対して、米国は減税・雇用法により 11.4
百万ドル（2019 年時点）に時限的に引き上げられてはいるものの、同法の施行前でも生涯

控除は約 5 百万ドルと日本の 10 倍 99を超える水準に設定されていた。また、2011 年から

は既に亡くなった配偶者の未使用の生涯控除枠を、生存している配偶者が一定の条件下

で引き継ぐことも認められている。近年では、日本も生前贈与の制度を拡充しているものの、

控除の金額的規模の差は依然として大きい。 

このことから、証券ジョイント・アカウントを活用して資産の世代間移転や資産形成を促す観

点では、相続によって資産形成が途切れることのないよう、税の枠組みを検討していくこと

が論点として考えられる。 

 

5.4 金融商品取引法・犯罪収益移転防止法における論点 
 

金融商品取引法 

4 章の米国の証券ジョイント・アカウントの実務を鑑みると、金融商品取引法の関係する領

域としては、証券会社の顧客への対応が想定される。具体的には、口座名義人が複数い

る場合の契約締結前・契約締結時等の書面交付、適合性原則の規定が該当するが、金融

商品取引法上では、顧客（口座名義人）の単数・複数については定めがない。このことから、

複数名義人への対応が論点となる可能性がある。 

 

 

                                         
99 日本の基礎控除を 4,800 万円（法定相続人が 3 人（配偶者、子 2 人）の場合）と仮定して比較。 
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犯罪収益移転防止法 

犯罪収益移転防止法の関連する領域としては、証券会社の顧客への本人確認とマネー・

ローンダリング対策への対応が想定される。具体的には、口座名義人の本人特定事項、取

引を行う目的等の確認である。犯罪収益移転防止法上においても、金融商品取引法と同

様に顧客（口座名義人）の単数・複数については定めがない。このことから、複数名義人へ

の対応が論点となる可能性が考えられる。 

なお、金融機関の実務としても複数名義人への本人確認、マネー・ローンダリング対策へ

の対応が必要となると考えられ、犯罪収益移転防止法以外にも、各金融機関は、金融庁よ

り公表されている「マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策に関するガイドライン」

への準拠が必要となる。 

 

5.5 その他の論点 
 

高齢顧客の保護 

金融サービス（証券取引）における高齢顧客の保護については、金融商品取引業者等向け

の総合的な監督指針 100に「高齢顧客に対する投資勧誘においては、適合性の原則に基

づいて、慎重な勧誘・販売態勢を確保するとともに、問題のある勧誘・販売を早期に発見す

るためのモニタリング態勢を整備する必要がある」旨が示されている。 

4 章で考察したように、FINRA は、高齢顧客が行おうとしている取引内容を合理的に疑う

理由がある場合、証券会社が取引を一時的に停止する規定（FINRA 規則 2165）、
Trusted Contact の情報取得に証券会社が努める規定（FINRA 規則 4512）を導入してお

り、適合性原則から一歩踏み込んだ高齢顧客の保護への取り組みを進めていることが伺

える。 

5.1 節にて考察したように、ジョイント・アカウントは、高齢顧客保護としての活用可能性も想

定されることから、高齢顧客の保護への対応は論点と考えられる。 

 

ジョイント・アカウントの保護 

基本的には、投資者保護基金は一般的な有価証券の取引をその保護の対象としているも

のの、ジョイント・アカウントのように証券口座の名義人が複数いる場合の対応についての

規定 101は見受けられなかった。このことから、複数名義人への対応が論点となる可能性

                                         
100 金融庁、金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針（平成 30 年 4 月） 

https://www.fsa.go.jp/common/law/index.html を参照。 
101 投資者保護基金： http://jipf.or.jp/about/index.html#anc-05 を参照。 

https://www.fsa.go.jp/common/law/index.html
http://jipf.or.jp/about/index.html#anc-05
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が考えられる。なお、2.1.7 節で記載の通り、米 SIPC は、ジョイント・アカウントを口座名義

人の人数にかかわらず、単一の口座として取り扱っている。  



 

 
 

51 

おわりに 
 

本調査は、高齢社会における金融サービスの在り方を検討する上で、米国における証券ジ

ョイント・アカウントの制度に着目し、米国における制度や実態を中心に考察を行った。その

結果、ジョイント・アカウントの簡便性や利便性から、日常的に活用されていること、米国の

税制下では中間所得層の世代間資産移転の手段としても活用可能であり、日本の金融サ

ービスの多様化に向けた様々な示唆を内包しているといえる。 

本調査では、日本への導入における主な論点として、ジョイント・アカウントの特徴である

「生存者権」、資産の世代間移転や資産形成を促す観点から税の枠組み、の 2 つに着目し

た。 

ジョイント・アカウントの本格的な導入を検討するにあたっては、上述以外にも様々な論点

や実務における検討点があると思われる。しかしながら、家計金融資産の硬直化の防止、

次世代への資産移転の促進、日常的かつ柔軟な投資手段としての活用、シニア世代の詐

欺・金銭的搾取への対応などへの活用可能性が見込まれることから、米国の制度そのも

のではなく、日本の課題や目的に沿った形でのジョイント・アカウントの導入は、金融サービ

ス多様化の一環として検討に値するものと思われる。 
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付録  
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付録 1：証券会社のチャネルの概要 
 

チャネル 金融資産残高

（兆ドル） 
概要 該当企業例 

Wirehouse 7.2 ウォール街の投資銀行業務、機関投資家

向け業務を有し、都心部のマネーセンタ

ーとして深く浸透している全国規模の証

券会社を指す。 
ファイナンシャル・アドバイザーを従業員と

して雇用している。 

Merrill Lynch Global 
Wealth Management, 
Morgan Stanley 
Wealth Management, 
Wells Fargo Advisors, 
UBS Wealth 
Management Americas 

National and 
Regional 
Brokerage / 
Dealer （B/D） 

3.2 全国規模または地域でのプレゼンスが高

く、リテールのファイナンシャル・アドバイ

ザー網を有する証券会社を指し、地域や

コミュニティとのつながりの強いブティック

系なども広く含まれる。 
ファイナンシャル・アドバイザーを従業員と

して雇用している。 

RBC Wealth 
Management, Edward 
Jones, Robert W. 
Baird,  
Stifel Nicolaus, 
Raymond James & 
Associates 

Independent B/D 
（IBD） 

2.8 独立系の証券会社を指し、ファイナンシャ

ル・アドバイザーは、従業員ではなく、独

立した立場で証券会社と契約している。 
ファイナンシャル・アドバイザーが属する

組織は、個人事業主から小規模（5 人程

度）の組織まで、形態も様々である。 

LPL Financial, Advisor 
Group, Cetera, 
Cadaret Grant, 
Commonwealth 
Financial Network 

Insurance B/D 0.9 保険会社系の証券会社を指す。 
ファイナンシャル・アドバイザーは、従業

員／代理店／独立した事業主など、形態

も様々である。 

AXA Advisors, NYLIFE 
Securities, 
MML Investor 
Services, 
Signator Investors  
（John Hancock） 

Independent 
Registered 
Investment 
Advisor （RIA） 

3.0 RIA は、基本的には米証券取引委員会

に登録をしている投資助言アドバイザー

を指す。その定義 102は、証券に関する助

言の提供、レポートや分析の発行、それ

を業として報酬を得ること、とされている。 
RIA の組織形態は、企業から個人事業主

まで様々ではあるが、特定の証券会社と

提携はせず独立しており、顧客への助言

を通じて顧客から報酬を得ている。 

- 

                                         
102 15 U.S. Code § 80b–2（11）： https：//www.law.cornell.edu/uscode/text/15/80b-2 を参照。 

https://www.law.cornell.edu/uscode/text/15/80b-2
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チャネル 金融資産残高

（兆ドル） 
概要 該当企業例 

Hybrid RIA 1.7 RIA として独立して業務を営みつつ、証券

会社とも提携をしている形態を指す。 
RIA としての報酬を主な収入としつつも、

証券会社からの手数料収入も得ている。 
なお、証券会社に属しており、独立してい

ない RIA はここには含まない。 

- 

Retail Bank B/D 1.5 銀行のリテール向けに展開している部門

を指し、信託部門、ブライベート・バンク部

門や TPM103部門は除く。 
一般的にはファイナンシャル・アドバイザ

ーを従業員として雇用しているが、TPM
の従業員、または TPM と契約している独

立したファイナンシャル・アドバイザーも想

定される。 

Chase Private Client,  
Citi Personal Wealth 
Management, 
Wells Fargo BBA 
（branch-based 
advisors）, 
Fifth Third Securities, 
Cetera Financial 
Institutions 

Private Bank 2.9 個人預金や貸出業務を主業務とする銀

行ではなく、ウェルスマネジメント、投資管

理、投資銀行業務等の業務能力を有して

いる銀行を指す。 
多くのプライベート・バンクは全国展開し

ているものの、富裕層を対象とした特定

の市場でのみ業務を行っている。 

J.P. Morgan Private 
Bank, 
Citi Private Bank, 
Deutsche Private 
Wealth Management,  
Wilmington Trust 

Direct 6.9 ダイレクト・チャネルを指す。オンラインで

直接口座を開設する形態である。 
顧客への個別の投資アドバイスは行われ

ず、全社的な枠組みの中で情報が提供さ

れる（市場動向やレポートなどをオンライ

ンで掲載）。 

Schwab, 
TD Ameritrade, 
E*TRADE 

 

 

 

  

                                         
103 Third Party Marketing Firms。外部の小規模な金融機関などへ証券仲介に関わるサービスを提供する

ことを指す。 
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付録 2：口座開設様式の FINRA テンプレート 
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